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熊本県議会 総務常任委員会会議記録第 ２ 回

平成20年６月25日（水曜日）

午前10時３分開議

午後０時50分閉会

本日の会議に付した事件

平成20年度主要事業等説明

議案第１号 平成20年度熊本県一般会計

補正予算（第１号）

議案第３号 株式会社日本政策金融公庫法

等の施行に伴う関係条例の整理に関する

条例の制定について

議案第４号 一般社団法人及び一般財団法

人に関する法律等の施行に伴う関係条例

の整備に関する条例の制定について

議案第５号 熊本県手数料条例の一部を改

正する条例の制定について

議案第６号 熊本県税条例の一部を改正す

る条例の制定について

議案第７号 熊本市と下益城郡富合町の合

併に伴う関係条例の整理に関する条例の

制定について

議案第17号 専決処分の報告及び承認につ

いて

報告第１号 平成19年度熊本県一般会計繰

越明許費繰越計算書の報告についてのう

ち

請第19号 日本一高い熊本県議会議員の費

用弁償の是正に関する請願

請第20号 議会費用支出等の見直しを求め

る請願

請第３号 県立劇場にパイプオルガンの設

置促進に関する請願

閉会中の継続審査について

報告事項

① 公務出張に係る航空券オンライン予約

の導入について

② 熊本県行財政改革基本方針に基づく平

成19年度実施計画の取組結果について

③ 行財政改革基本方針に基づく平成20年

度実施計画（アクションプラン）の改訂

について

④ 市町村合併の推進について

⑤ 川辺川ダム事業に関する有識者会議に

ついて

出席委員（８人）

委 員 長 井 手 順 雄

副委員長 守 田 憲 史

委 員 竹 口 博 己

委 員 渡 辺 利 男

委 員 小 杉 直

委 員 馬 場 成 志

委 員 西 聖 一

委 員 髙 野 洋 介

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策局

局 長 木 本 俊 一

次 長 守 田 眞 一

企画課長 内 田 安 弘

首席総務審議員

兼秘書課長 岡 本 哲 夫

広報課長 濱 名 厚 英

総務部

部 長 角 田 岩 男

次 長 木 村 利 昭

次 長 川 口 弘 幸

危機管理監 奥 村 良 博

首席総務審議員

兼人事課長 田 崎 龍 一

総務事務センター長 田 上 勲

行政経営課長 高 嶋 裕 治
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首席総務審議員

兼私学文書課長 広 崎 史 子

財政課長 田 嶋 徹

管財課長 松 田 良 治

税務課長 富 田 健 治

市町村総室長 本 田 惠 則

市町村総室副総室長 村 山 栄 一

危機管理・防災消防

総室長 坂 本 愼 一

危機管理・防災消防

総室副総室長 野 田 克 巳

男女共同参画・パート

ナーシップ推進課長 小 林 弘 史

地域振興部

部 長 小 宮 義 之

次 長 黒 田 豊

次 長 松 見 辰 彦

地域政策課長 神 谷 将 広

川辺川ダム総合対策課長 古 里 政 信

情報企画課長 松 永 正 男

首席政策審議員

兼文化企画課長 山 野 陽 一

国際課長 園 田 素 士

交通対策総室長 小 林 豊

交通対策総室副総室長 古 森 誠 也

首席統計審議員

兼統計調査課長 甲 斐 良 一

出納局

会計管理者

兼出納局長 宮 田 政 道

首席会計審議員

兼会計課長 藤 本 玉 留

管理調達課長 坂 本 友 春

人事委員会事務局

局 長 井 川 正 明

総務課長 田 中 明

公務員課長 松 見 久

監査委員事務局

局 長 金 田 和 洋

第一課長 藤 川 昭

議会事務局

局 長 松 山 正 明

次 長 正 木 重 臣

総務課長 吉 良 洋 三

議事課長 東 泰 治

政務調査課長 小 原 忠 隆

事務局職員出席者

議事課課長補佐 坂 本 道 信

政務調査課課長補佐 野 白 三 郎

午前10時３分開議

○井手順雄委員長 ただいまから、第２回総

務常任委員会を開会いたします。

それでは、まず初めに、今回付託されまし

た請願第19号について、提出者から趣旨説明

の申し出があっておりますので、これを許可

したいと思います。

請願第19号について説明者を入室させてく

ださい。

(請第19号の説明者入室)

○井手順雄委員長 説明者の方に申し上げま

す。各委員には、請願書の写しを配付してお

りますので、説明を簡潔によろしくお願いい

たします。

(請第19号の説明者の趣旨説明)

○井手順雄委員長 説明の趣旨はよくわかり

。 、 、ました 後で審査をいたしますので 本日は

これでお引き取りください。どうもありがと

うございました。

(請第19号の説明者退室)

○井手順雄委員長 次に、請願第20号につい

ての説明者を入室させてください。

(請第20号の説明者入室)

○井手順雄委員長 説明者の方に申し上げま

す。各委員には請願書の写しを配付しており

ますので、説明を簡潔によろしくお願いいた

します。

(請第20号の説明者の趣旨説明）

○井手順雄委員長 説明の趣旨はよくわかり
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ました。後でよく審査いたしますので、本日

はこれでお引き取りください。ありがとうご

ざいました。

(請第20号の説明者退室)

○井手順雄委員長 それでは、平成20年度主

要事業及び新規事業説明に入ります。

各課長から資料に従い説明をお願いしま

す。質疑は付託議案等について、執行部の説

明を求めた後、一括してお受けしたいと思い

。 。ます これに御異議ございませんでしょうか

(｢異議なし｣ と呼ぶ者あり)

○井手順雄委員長 それでは、そのようにい

たします。なお、審査を効率よく進めるため

に執行部の説明は簡略に着座のままよろしく

お願いいたします。

○内田企画課長 企画課でございます。どう

ぞよろしくお願いします。

平成20年度主要事業及び新規事業の資料の

４ページをお願いいたします。

広域開発行政促進事業でございますが、こ

れは全国知事会、九州地方知事会等に関する

経費でございます。

新規事業のくまもとの夢４カ年戦略策定事

業ですが、知事の交代に伴い｢くまもとの夢

４カ年戦略｣ の策定を行うものでございま

す。

新規事業の熊本県戦略会議事業ですが、県

政全般について有識者の意見をお聞きし、県

政発展の方向性を探る会議を開催するもので

ございます。

くまもと安心移動ナビプロジェクト推進事

業ですが、携帯電話等のユビキタス技術を活

用し、やさしく簡単でだれでも使える公共交

通や観光地の案内システムの実用化に向けた

整備を行うものでございます。

以上でございます。よろしく御審議お願い

いたします。

○岡本秘書課長 秘書課でございます。資料

の５ページをお願いします。

重要政策調整事業でありますが、これは知

事からのトップダウンや各部局の重要課題に

迅速に対応するため、必要な調査などを行う

ものでございます。

以上、よろしくお願いします。

○濱名広報課長 広報課でございます。よろ

しくお願いいたします。資料６ページをお願

いいたします。

まず、広報事業として各種の広報手段を通

じて熊本県の魅力や特色を県内外に発信し、

また、県の施策に関する情報を県民に向けて

提供しております。広報する手段といたしま

しては、列挙をしておりますが、広報誌それ

からインターネットなどの電子媒体、新聞、

テレビ・ラジオを使って県民の方への情報提

供、また政策広報事業とそれから補正予算で

お願いをしておりますくまもと夢づくり広報

事業でインターネット、雑誌、パンフレット

を使って本県の動きや魅力を県外に向けて情

報発信してまいります。

資料７ページでございます。

やさしいくまもとづくり広報事業として広

報誌の点字版、録音テープを作成しておりま

す。マスコミを通じた報道対応としては、知

事記者会見や部課長による記者レク、資料提

。 、供などを行っております 平成20年度からは

これまで月１回だった知事定例記者会見を毎

月２回実施をしておるところでございます。

県民の方から御意見をいただく広聴事業とし

、 、 、て県政モニター事業 知事への直行便 また

受付業務や相談業務を実施してまいります。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○小杉直委員 ちょっと提案ですが、人間の

相当多かけんですね、どなたがどこで言いよ

らすかわからぬけん……、説明は座っていい

ですが、説明される前にちょっと何々の課長
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ですと、立って言うてもらってから座って説

明してもらう方法を希望しますけど。

○井手順雄委員長 それでは、３秒ほど立っ

ていただいて。

それでは、総務部に移ります。

○田崎人事課長 人事課でございます。よろ

しくお願いします。資料の８ページをお願い

いたします。人事課におきましては、主要な

事業といたしまして２項目を出させていただ

いております。

まず、１の人材育成及び職員研修の推進に

ついてでございます。分権時代に対応した人

材育成を進めるため、人材育成を重視した人

事評価や能力開発の充実を図ってまいりま

す。まず、(１)の新たな人事評価の実施・試

行ですが、新たに目標の設定・進行管理によ

る実績評価を試行するとともに、職員の具体

的な行動に基づき、評価する成果行動評価を

今年度から実施いたします。次に、(２)でご

ざいますが、職員研修につきましては、平成

18年に策定をいたしました研修基本方針に基

づき必修研修等を実施し、主体的に能力開発

に取り組む職員の育成に努めます。本年度は

約2,500人の受講生を見込んでおるところで

ございます。

次に、２の包括外部監査の実施についてで

ございます。包括外部監査制度は地方自治法

に基づき義務づけられているものでございま

して、本県におきましても平成11年度から実

施しているところでございます。今年度の外

部監査人としては荒木幸介氏にお願いしてい

るところでございます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○田上総務事務センター長 総務事務センタ

ーでございます。資料の９ページをお願いい

たします。主要事業２項目上げております。

まず、庶務事務の集中化でございます。行

革の取り組みとして庶務事務のうち、６事務

29業務について全庁的に集約し一元的に処理

するものでございます。平成21年度の完全実

施に向けて19年度から段階的に集中化を進め

ておりますが、今年度は手当の認定、共済福

利厚生などの事務について本格的な実施を行

っております。また、旅費の削減等の効果を

期待する新たな仕組みとして、航空券オンラ

イン予約の導入に向けて準備を進めておりま

す。次のページをお願いいたします。

職員の健康管理関係の取り組みでございま

す。まず、労働安全衛生法に基づきまして、

職員の健康管理や病気予防等を図るため、共

済組合や職員互助会と一体となって定期健康

診断や人間ドックなどの健康診断を初め健診

結果に基づく事後指導や健康相談等を行うこ

ととしております。さらに長時間勤務による

健康障害防止対策として、産業医による健康

指導を実施するほか、職員の心の健康づくり

として外部の精神科医等によるストレス相談

やメンタルヘルス研修を実施してまいりま

す。なお、今年度は嘱託産業医、常勤の保健

師の増員など健康管理体制の充実を図ってい

るところでございます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○高嶋行政経営課長 行政経営課でございま

す。11ページをお願いいたします。

１の行財政改革の推進でございますが、当

課は行財政改革の推進そのものを主要事業と

して取り組んでおりますが、全庁挙げての行

財政改革の取り組みの事務局として、平成17

年２月に策定しました熊本県行財政改革基本

方針に基づいて、各年度の実施計画を策定し

着実な推進を図っております。20年度は下の

方に掲げてございます３分野において既に取

り組みを進めておりますが、本年度は厳しい

財政状況等を受け新たに財政再建戦略を策定
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することとなり、その中でも各分野の行財政

改革を一層推進することとしております。

２の情報システムのあり方の見直しでござ

いますが、今年度新規で現在稼働しておりま

す県の情報システムについて、ＩＴ経費の最

適化や業務の効率化の観点から投資に見合う

効果やコストの削減を図るためのあり方検討

に取り組むものでございます。

以上でございます。

○広崎私学文書課長 私学文書課でございま

す。よろしくお願いいたします。資料の12ペ

ージをお願いいたします。

私学の振興、私立学校経常費助成でござい

ます。本県私立学校の教育条件の維持向上、

保護者負担の軽減、学校経営の健全性を高め

るために私立学校の経常費の助成を行ってお

ります。(１)から(３)それぞれの各種学校に

それぞれの予算額を計上しております。この

予算額は右にお示ししております国が示して

おります標準単価を基礎に積算をいたしてお

ります。２番、３番は私立幼稚園の特別支援

教育経費補助、それから子育て支援事業の経

費補助でございます。

13ページをお願いいたします。

平成18年４月１日に公立大学法人に移行い

たしました熊本県立大学の業務の財源の一部

を補助するために運営費交付金を交付してお

ります。

14ページをお願いいたします。

平成18年に公益法人制度改革関連３法が制

定されまして、本年12月１日から新たな公益

法人制度が施行されることになりました。本

年度は11月までに新制度における知事の認

定・認可等において諮問する合議制機関の設

置・運営、法人向けの説明会等、必要な準備

を行うための予算でございます。

15ページをお願いいたします。

情報公開の推進でございます。情報公開推

進事業それから個人情報保護推進事業のため

に所要の経費を提案いたしております。よろ

しく御審議をお願いいたします。

○田嶋財政課長 財政課でございます。資料

の16ページ、17ページをお願いいたします。

財政課としては、財政再建戦略策定が本年

度の大きな事業でございます。まず、策定の

、 、趣旨ですが 本県の財政状況につきましては

20年６月補正予算編成後におきまして財政調

整用基金が約53億円と枯渇寸前でございま

す。また、中期的な財政収支の試算を行いま

したけれども、今年度以降、毎年度450億円

前後の財源不足が生ずることが見込まれ、ま

た、平成22年度にも財政再生団体に転落しか

ねない危機的な状況でございます。このため

平成24年度には財源不足を解消し、財政収支

の均衡を達成するという目標で21年度から23

年度までの間を集中取り組み期間とする財政

再建戦略を策定することとしております。

まず、２番目の中期的な財政収支ですけれ

ども、現在の財政運営をこのまま行えばとい

う前提のもとで平成20年度から24年度を推計

期間とする中期的な財政収支を試算しており

ます。結果につきましては、歳出歳入それぞ

れ掲げておりますが、17ページの財源不足の

ところに掲げておりますが、平成21年度441

億円、22年度445億円、23年度485億円、24年

度466億円という財源不足が見込まれており

ます。この財源不足の解消に向けてというこ

とで３の財政再建に向けた主なスケジュール

ですけれども、６月６日に中期的な財政収支

の試算と県財政の現状と課題を公表しており

ます。同日に財政再建推進本部を立ち上げま

して、再建に向けた取り組みを実施しており

ます。

18ページでございます。この後７月、８月

には全庁的な見直し作業、いわゆるサマーレ

ビューを実施します。サマーレビューを受け

まして９月には財政再建戦略の中間報告を行

いたいと思っております。さらに９月から１
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月にかけましてさらなる見直し、それには関

係団体からの意見聴取、さらには調整等を行

った上で来年の２月には財政再建戦略を公表

したいというふうに考えております。

以上、よろしくお願いいたします。

○松田管財課長 管財課でございます。19ペ

ージをお願いいたします。

主要事業でございますが、１番に書いてお

りますのが財産管理処分でございます。県有

財産の有効活用及び売却促進を図るというこ

とで、今後実施するサマーレビューの中で改

めて未利用資産のみならず、利用中のものも

含めて点検精査を行った上で歳入確保の観点

からスピード感を持って取り組んでまいりま

す。本年度の売却目標額は５億円を計上して

おります。

２番目は庁舎等管理でございます。(１)の

、 、 、庁舎等の管理業務でありますが 電気 ガス

水道等のエネルギー消費につきましては、消

エネ法に基づいた運転業務に努めます。(２)

の庁舎等維持補修業務は、県庁舎等の清掃、

設備保全、保守点検等を実施して適正な執務

環境の保全と来庁者等の安全確保に努めま

す。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○富田税務課長 税務課です。よろしくお願

いします。

ページは20ページでございます。 21ペー

ジに各税目ごとの税収見込表をつけておりま

す。昨年度と比較しますと、地方消費税が21

億円ほどの減収となっておりますけれども、

平成20年度の当初予算では県税収入を1,704

億円計上いたしております。この予算額の達

成を目指しまして出先と税収確保強化対策会

議を開催いたしまして、税収確保に努めてい

きたいというふうに考えております。

以上です。

○本田市町村総室長 市町村総室でございま

す。よろしくお願いいたします。

資料の22ページをお願いいたします。

主要事業といたしまして、市町村合併推進

事業について御説明いたします。市町村合併

につきましては、県といたしましても、これ

まで平成16年度末に失効いたしました旧合併

特例法のもとで合併を推進してまいりまし

た。その結果、県内の市町村数が平成18年３

月末で48、いわゆる14市26町８村になったと

ころでございます。しかしながら依然といた

しまして行財政の基盤の脆弱な小規模市町村

もまだ多数ありますことから、平成22年の３

月末までを時限といたします合併新法のもと

でも引き続き自主的な市町村の合併を推進す

ることといたしておりまして、平成20年度に

おいても次のとおり取り組んでまいることと

いたしております。まず、第１点目の市町村

合併推進体制の運営でございますが、庁内で

設置いたしております市町村合併推進本部を

引き続き設置いたしまして、全庁的に合併推

進の支援に取り組んでまいることといたして

おります。

次に、第２点目でございますが、旧合併特

例法で合併をいたしました市町村に対しまし

ても、今後の行財政体制の整備や新たな町づ

くりへの交付金等の支援にも引き続き努めて

まいることといたしております。

それから、第３点目の合併新法に基づく合

併推進でございますが、現在、政令指定都市

の実現に向けまして熊本市と近隣町との間で

合併任意協議会あるいは研究会が設置され、

協議が進められているところでございます。

その結果を受けまして大体９月ごろまでをめ

どにいたしまして、法定協議会に進むかどう

かの判断が各関係市町の間で行われるものと

考えております。そのためにまずは当面の課

題でございますこの法定協議会への移行に向

けて精いっぱい県としても支援をしてまいり
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たいと考えております。また、３町それぞれ

で県主催の政令市セミナー等を開催いたしま

して、政令市の必要性等につきましても訴え

てまいりたいと考えておるところでございま

す。さらには合併協議の動向等も踏まえまし

て、合併推進審議会の意見を聞き第３次合併

推進構想に合併の組み合わせを追加するとい

うことにつきましても検討してまいりたいと

思います。他の地域におきましても、この合

併新法の期限を踏まえまして、できるだけ早

期に市町村合併に向けた地域の動きが起こり

ますように、市町村長や議会等にこの合併の

必要性を訴えて合併機運の醸成を図ってまい

ることとしております。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○坂本危機管理・防災消防総室長 危機管

理・防災消防総室でございます。

23ページをお願いいたします。

４項目ございます。まず、１危機管理体制

の強化でございますが、危機情報の一元化や

関係部局間の総合調整等の危機管理対策及び

(２)の国民保護対策に引き続き取り組んでま

いります。

２の防災体制の充実・強化と防災行政の推

進でございますが、(１)県の総合防災訓練を

本年８月31日、上益城地域振興局管内で実施

をすることといたしております。(２)の防災

消防ヘリコプターでございますが、24ページ

をお願いをいたします。５行目でございます

が、平成19年度の運行実績245件となってお

ります。年々増加をいたしております。また

(３)自主防災組織率向上対策にも引き続き取

り組んでまいります。

、 、次に ３消防広域化の推進でございますが

小規模な消防本部では組織、財政面で厳しさ

が増しておりまして、住民に対して一定のサ

ービス水準を確保するためにはより一層の消

防の広域化の推進が必要であるという観点か

ら、25ページの２行目になりますが、本年の

５月26日に県としての消防広域化推進計画を

策定をしたところでございます。その内容で

ございますが、城北、中央、城南、天草の県

内４ブロックで消防広域化を推進し、将来的

には４つの消防本部から県下一体制の移行を

目指すことといたしております （４）今後。

でございますが、県として広域化に向けた市

町村の協議を積極的に支援していくこととい

たしております。

最後に27ページをお願いをいたします。

４防災情報ネットワークの整備でございま

す。県庁と各地域振興局間に整備されており

ます光ファイバーの熊本県情報ギガハイウェ

イを利用いたしまして、防災に関する情報の

伝達を行うシステムを新たに整備するもので

ございます。来年４月の運用開始を目指しま

して、本年度工事を施工することといたして

おります。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○小林男女共同参画・パートナーシップ推進

課長 男女共同参画・パートナーシップ推進

課の小林でございます。どうぞよろしくお願

いいたします。

資料の28ページをお願いします。

まず、１につきましては、男女共同参画推

進条例及び男女共同参画計画に基づきまし

て、県民の皆様の意識啓発を行うとともに、

市町村、事業所における取り組みの促進を図

るものでございます。

２につきましては、配偶者等からの暴力の

防止及び被害者の保護に関する基本計画に基

づきまして、ＤＶ(ドメスティックバイオレ

ンス)の防止に向けた教育や被害者の保護、

自立に向けた支援等を行うものでございま

す。また、計画が今年度で期限切れを迎えま

すため、今年度中に計画の改定を行うことと

いたしております。
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３につきましては、平成16年３月に策定い

たしました熊本県パートナーシップ指針に基

づきまして、特に公共サービスの担い手とし

て期待されておりますＮＰＯなどを対象とい

たしまして、さまざまなパートナーシップ事

業を展開するものでございます。

最後４でございますが、くまもと県民交流

館パレアでございますが、そこの管理運営事

業や同館にございますＮＰＯ・ボランティア

協働センターの事業費などを計上しておりま

す。

以上、よろしくお願いいたします。

○井手順雄委員長 続きまして、地域振興部

に移りたいと思います。

○神谷地域政策課長 地域政策課の神谷でご

ざいます。よろしくお願いします。

資料の29ページをお願いいたします。

１の新幹線くまもと創り推進事業は、新幹

線の全線開業を見据えまして開業効果を最大

限に発揮するため、定住ですとか、ツーリズ

ム、そういったプロジェクトの推進に要する

経費でございます。

２の新幹線くまもと創り「ＫＡＮＳＡＩ戦

略」推進事業につきましては、全線開業に伴

いまして関西、中国地方をターゲットに本年

２月に策定いたしましたＫＡＮＳＡＩ戦略を

もとに、くまもとブランドを効果的・重点的

にアピールし、本県の認知度向上と交流拡大

を図るための経費でございます。

３の地域振興総合補助金につきましては、

市町村等とのパートナーシップにより地域の

自立を目指すため、市町村が行う新幹線くま

もと創りなどの推進に資する取り組みに対す

る補助金でございます。

４地域づくりパートナーシップ推進補助金

につきましては、多様な主体による地域づく

りを推進する観点から、地域づくり団体を初

めといたしまして、民間団体が行う新幹線く

まもと創りなどの推進に資する取り組みに対

する補助金でございます。

５の過疎地域振興対策事業につきまして

は、過疎地域自立促進特別措置法に基づきま

す県・市町村計画の進行管理を行うととも

に、現行過疎法が平成21年度末に失効いたし

ますので、その後の過疎地域の振興を図るた

め、県内の課題の整備、さらには新たな過疎

法制定を含めた過疎地域振興施策のあり方に

ついて国への提案、要望などを行う経費でご

ざいます。

、 。続きまして 30ページをお願いいたします

６の水俣・芦北地域環境フィールドミュー

ジアムプロジェクトは、第四次水俣・芦北地

域振興計画に基づきまして、水俣・芦北の環

境先進地としてのブランド確立及び交流人口

の増加による地域活性化を図るための経費で

ございます。

７のロアッソ熊本支援は、サッカーを核と

して地域の一体化、活性化などに大きく貢献

しますロアッソ熊本を支援するための出資金

でございます。

８の熊本都市圏総合調整推進事業は、九州

新幹線の全線開業を見据えまして熊本都市圏

の拠点性向上を図るため、都市圏ビジョンに

位置づけられた水資源保全の啓発などの熊本

市と近隣市町村が連携して取り組みます事業

に対する支援に要する経費でございます。

９の熊本駅周辺都市機能誘導等推進事業に

つきましては、熊本駅周辺の魅力向上や、に

ぎわいを創出するため民間企業などの進出を

誘導する方策の検討に要する経費でございま

す。

以上、よろしくお願いいたします。

○古里川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。説明資料の31ペー

ジをお願いいたします。

川辺川ダム総合対策事業、まず、①の有識

者会議の運営でございます。知事の９月の態
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度表明に向けまして、専門分野の研究者に科

学的かつ客観的な意見を求めるために５月に

立ち上げたところでございます。現在まで３

回の会議を行っているところでございます。

今後とも関係機関と連携を図りながら適切に

対処してまいります。②は河川整備計画の策

定に関しましてでございます。③は川辺川土

地改良事業の新利水計画の策定に関しまし

て、本課としては、それぞれの所管の各部と

連携を図りながら適切に対処してまいる所存

でございます。また、④の地元の地域振興に

関しまして、五木・相良地域振興計画を初め

といたします地域振興策の推進に取り組んで

まいる所存でございます。

以上でございます。

○松永情報企画課長 情報企画課でございま

す。32ページをお願いいたします。

１の電子計算管理運営事業でございます

が、電子計算機の効率的な運用管理により41

業務のホストコンピュータシステムの運用を

行うものでございます。

２の電子自治体推進事業でございますが、

熊本県電子申請受付システムを県と市町村と

の共同で開発運用を行うものでございます。

３の県民ＩＴ学習相談室事業でございます

が、県民から、これまで「ＩＴ学習相談室」

に寄せられた相談を編集し「くまもと県民Ｉ

Ｔなんでも相談集」としてホームページ上に

公開するものでございます。

４のチャレンジド・テレワーク推進事業で

ございますが、障害者の在宅就労機会を拡大

するため、情報機器を用いた在宅就労の支援

などを行うものでございます。

５の汎用型ＧＩＳ構築事業でございます

が、住民サービスの向上と業務の効率化を図

るため、各種行政情報を電子地図上に掲載す

る「汎用型ＧＩＳ（地理情報システム 」を）

県と市町村との共同で構築するものでござい

ます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○山野文化企画課長 文化企画課でございま

す。よろしくお願い申し上げます。資料の33

ページをお願い申し上げます。

まず、１の文化振興関係事業でございます

が、その中の１文化行政推進は、文化振興審

議会の運営や本県文化活動の中心的な存在で

ございます県文化協会等への活動支援を行う

ものでございます。それから２の熊本県芸術

文化祭推進事業は、県文化協会等との連携に

よりまして９月から12月まで県下一円で開催

いたします熊本県芸術文化祭のオープニング

ステージを初めとする諸事業を実施するもの

でございます。

、 、次に ２の博物学関係事業でございますが

県民の皆様から寄贈されました資料の整理で

すとか、保存また、それらの資料を活用した

企画展あるいは自然観察会等の実施を行うも

のでございます。

それから、３の県立劇場関係事業でござい

ますが、１の県立劇場管理委託費でございま

すが、本県の文化振興の拠点でございます熊

本県立劇場の管理運営及び文化事業を指定管

理者でございます財団法人熊本県立劇場に委

託して行うものでございます。文化事業は、

県の文化振興の大きな柱でございまして、財

団と共同して実施してまいります。また、再

下段の県立劇場施設整備費は県立劇場の施設

設備の修繕等を行うものでございます。

以上でございます。よろしくお願い申し上

げます。

○園田国際課長 国際課でございます。よろ

しくお願いいたします。資料の34ページをお

願いいたします。

まず、１の国際理解を進めるための教育の

充実は学校における外国語教育の充実と地域

における国際交流を推進するため、外国青年



- 10 -

招致事業を実施するものでございます。

２の多彩な国際交流の推進につきまして

は、まず、姉妹交流事業でございますが、中

国広西壮族自治区、米国モンタナ州、韓国忠

清南道との姉妹交流事業を実施するものでご

ざいます。

次の国際交流海外派遣事業につきまして

は、モンタナ州及び忠清南道へ県職員を派遣

しております。

35ページをお願いいたします。

在外県人会周年記念式典参加事業でござい

ますが、平成20年は日本からブラジルへの移

民開始100周年に当たることから、慶祝訪問

団を派遣して交流を深めることとしておりま

す。

、 、３の国際協力の推進につきましては まず

１の熊本県海外研修員等受入事業として海外

技術研修員及び県費留学生を受け入れますほ

か、２の自治体職員協力交流事業として韓国

忠清南道から１人を受け入れております。

４の国際化に対応した環境づくりは熊本県

国際協会に委託して国際相談コーナーの運営

を行うものでございます。

５の旅券の発給は旅券法に基づく法定受託

事務でございます。

以上、よろしくお願いいたします。

○小林交通対策総室長 交通対策総室でござ

います。お手元の36ページの資料をお願いい

たします。

まず、１の熊本都市圏交通問題対策事業で

ありますが、その主な項目としまして、①の

熊本電鉄の都心結節につきましては、熊本市

及び合志市と連携しまして本年度は協議会を

設置し、事業概要や事業主体等の検討を推進

してまいります。②として空港アクセスの改

善策につきましては、優先信号機等を活用し

ました既存リムジンバスの高度化実験や新ル

ート、さらには豊肥本線からのシャトルバス

の走行試験を実施することとします。加えて

豊肥本線を活用したアクセスに関しまして

は、鉄軌道の延伸によらない短期的に実現可

能な具体的策について関係機関との協議を実

施してまいりたいと考えております。次に、

③の都市圏バスの再編につきましては、利便

性の高いバス路線網の再編等に関する協議を

進めてまいります。④としまして公共交通機

関利用促進に向けて事業者等のキャンペーン

の補助等を行ってまいります。

大きな２として総合交通体系連携推進事業

につきましては、横軸交通アクセスの強化の

ため、昨年度、南阿蘇地域で実験を行いまし

たデュアルモードビークルの本格導入に向け

ての検討の継続と、天草地域等で予定されて

おります公共交通計画策定支援を行ってまい

ります。

３の地方公共交通対策事業につきまして

は、生活交通として必要なバス路線に対する

補助を行ってまいります。

４の九州新幹線建設促進事業につきまして

は、九州新幹線建設促進のための要望活動、

さらには広報活動、利便性の高い運行形態実

現に向けた各方面への働きかけ、要望活動を

行ってまいります。

37ページをお願いいたします。

５の並行在来線対策事業に関しましては、

肥薩おれんじ鉄道沿線活性化協議会を中心に

さまざまなイベント等を組みまして事業促進

を図るとともに、３月15日から開始いたしま

した熊本駅の直通運転を大成功させるための

キャンペーン事業等を実施してまいります。

６の阿蘇くまもと空港国際線振興対策事業

につきましては、国際定期路線であります熊

本―ソウル線の５便化試験を早期に達成する

ために韓国観光公社等と連携しましてさまざ

まなキャンペーン、パスポート取得助成等の

各種制度の実施を行ってまいります。その他

東アジア地域の新たな路線の検討を進めてま

いりたいと考えております。

７の地域航空推進事業につきましては、天
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草の重要な交通手段でありながら厳しい経営

状況下にあります天草エアラインに対して、

安全運航等のため法令で必要とされておりま

す機材の重整備等に対する支援でありますと

か、天草空港利用促進協議会を中心としまし

た利用促進策に取り組むとともに、本年度は

抜本的にその経営のあり方について見直しを

し、最善の方策を見い出すための取り組みを

してまいります。

最後８の阿蘇くまもと空港国内線振興・環

境対策事業につきましては、今後の航空貨物

物流のあり方に対する検討さらには阿蘇くま

もと空港の名称のＰＲ活動等を行ってまいり

ます。

以上でございます。

○甲斐統計調査課長 統計調査課でございま

す。よろしくお願いいたします。

資料の38ページをお願いいたします。

１の委託統計調査の実施でございます。統

計調査課は国の統計調査を実施するための地

方統計機構として位置づけられておりまし

て、本年度は13件の統計調査を国から受託し

て実施いたします。これに要する経費は国の

負担でございます。13件の内訳は例年実施し

ております経常調査11件と次に掲げておりま

す①住宅・土地統計調査、②漁業センサス、

この２件が５年に一度の大規模周期調査でご

ざいます。

39ページをお願いいたします。

２の県単独事業の実施でございます。①加

工統計の作成では既存の資料を加工推計いた

まして、県経済の実態を把握するための県民

経済計算などの加工統計の作成を行います。

また、②統計資料の普及では印刷物の発行や

ホームページでの迅速な統計資料の提供に努

めているところでございます。よろしくお願

いいたします。

、 。○藤本会計課長 会計課 藤本でございます

よろしくお願いいたします。資料40ページを

お願いいたします。

新財務会計システムの構築事業でございま

す。電子自治体構築への対応、財務会計事務

の効率化等を目的に平成17年度から開発に取

り組み、本年度が最終年度になるものでござ

います。新システムの主な特徴、２番に書い

ておりますけれども、まず、トータルなシス

テム化で予算編成から執行、決算等の業務を

一元的に管理すること、２点目が予算執行管

理の充実と財務ストック情報の活用で予算科

、 、目と事業別 両面からの予算執行管理を行い

また、職員のパソコン等により財務会計デー

タが活用できること、３点目が県民サービス

の向上で24時間県税等を納付できる電子収納

システムを導入することでございます。３に

スケジュールを載せておりますけれども、本

年度中にシステム開発を終えまして21年４月

から運用開始の予定でございます。なお、予

算編成業務につきましては、新システムの稼

働に対応するため本年10月から先行して運用

開始を予定しております。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○坂本管理調達課長 管理調達課でございま

す。資料の41ページをお願いいたします。

１の用品調達基金管理事業でございます

が、県で使用する用品の調達に関する事務の

簡素化、効率化を図るため、用品調達基金に

より集中購買を実施するものでございます。

平成19年度は2,400件余、17億8,000万円余の

契約を行っております。

次に、２の電子入札システム開発事業でご

ざいますが、システムの一部改修及び維持管

理を行うものでございます。物品調達等に係

る契約事務の効率化、コスト削減、入札手続

の透明性、公平性の確保を目的としてインタ

ーネットを利用した電子入札システムを平成

18年10月から一部運用を開始し、今年４月か
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ら全面的に運用を開始したところでございま

す。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○田中人事委員会総務課長 人事委員会事務

。 。局でございます よろしくお願いいたします

資料の42ページをお願いします。人事委員

会事務局の総務課と公務員課の事業をあわせ

て御説明申し上げます。

１の採用試験事務でございますが、総務課

の事業でございまして、平成20年度の県職員

及び警察官の採用試験等を表の区分に応じま

して、それぞれの日程、内容によりまして実

施することといたしております。

次の43ページでございます。

公務員課の事業でございますが、２の公平

審査事務は市町村等からの受託分を含めまし

て、職員からの不利益処分に関する不服申し

立て等につきまして審査を行うものでござい

ます。

３の給与関係等調査は、民間給与の実態等

を調査いたしまして、議会及び知事に職員の

給与について報告を、必要があると認める場

合には勧告を行うとともに勤務時間等の勤務

条件についても調査・研究を行うものでござ

います。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○藤川監査委員事務局第一課長 監査委員事

務局でございます。資料の44ページをお願い

いたします。

平成20年度におきましては、本庁、出先機

関、公営企業等合わせまして314機関・団体

を対象に定期監査や例月現金出納検査などを

実施いたしますほか、本年度から新たに地方

公共団体の財政の健全化に関する法律に基づ

きまして、知事部局が作成をいたしました健

全化判断比率等の審査を行うこととしており

ます。また、監査結果につきましては指摘・

指導事項について報告、公表を行うとともに

各機関、団体に対しまして事務事業の適正な

執行に努めるよう求めてまいる所存でござい

ます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○吉良議会事務局総務課長 議会事務局でご

ざいます。資料の45ページをお願いいたしま

す。

議会運営費でございます。これは定例会、

委員会等の出席の費用、政務調査費等の交付

などを行い、円滑な議員活動と議会の円滑な

運営に資するための経費でございます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○井手順雄委員長 以上で、平成20年度主要

事業及び新規事業について、執行部の説明が

終了いたしました。

次に、本委員会に付託された議案について

執行部の説明を求めます。

それでは、角田総務部長から総括説明をお

願いいたします。

○角田総務部長 今回、提案申し上げており

ます平成20年度６月補正予算の概要について

御説明申し上げます。

平成20年度６月補正予算は、当初予算が義

務的経費、継続的経費を中心に骨格予算とし

て編成しましたことから、新規や政策的経費

について計上をしております。６月補正予算

編成に当たりましては、危機的な財政状況を

踏まえ、事業の必要性、緊急性等をこれまで

以上に厳しく精査することにより、財政再建

に向けた第一歩を踏み出すことにしました。

さらに捻出した財源の一部を知事マニフェス

トを推進する事業に充てることにより、｢く

まもとの夢｣を実現するための予算編成に努
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めました。

この結果、平成20年度６月補正予算の一般

会計の規模は1,057億円となり、当初予算と

合わせまして６月補正予算額は7,232億円と

なり、平成19年度当初予算額7,319億円に比

べまして約87億円、1.2％の減となっており

ます。また、特別会計は5,400万円となって

おります。

なお、今議会には、このほか熊本県手数料

条例の一部を改正する条例などの条例案件に

つきましても、あわせて御提案申し上げてお

ります。

予算関係の総括的な説明につきましては財

政課長から、また、詳細な内容及び条例など

の議案につきましては、各課長・総室長から

説明させることにいたしております。よろし

く御審議のほどをお願い申し上げます。

○井手順雄委員長 まず、田嶋財政課長から

平成20年度６月補正予算の概要について説明

をお願いいたします。

○田嶋財政課長 財政課でございます。

平成20年度６月補正予算の概要について御

説明いたします。

まず、１ページから４ページは総務部長の

説明と重複しますので、省略させていただき

ます。５ページをお願いいたします。

歳入の状況でございます。補正の主なもの

としましては、下から２番目の分担金及び負

担金が41億3,400万円余でございます。主な

ものは公共事業に伴う市町村負担金等でござ

います。

次に、６ページをお願いいたします。

一番上の国庫支出金が262億9,600万円余で

ございます。これも同様に公共事業等に伴う

ものが主なものでございます。

次に 12番の繰入金でございます 168億1,、 。

100万円余となっておりますが､これは財政調

整用４基金のうち、繰入金を148億円余使用

したものでございます。

15番の県債でございます。これにつきまし

ても公共事業の追加等に伴うもので519億2,3

00万円余でございます。

次に、歳出でございます。

一般行政経費のうち、人件費につきまして

は、職員給与費は当初予算に計上しておりま

すので、今回は事業に伴う非常勤職員等の人

件費を6,700万円余計上しております。

下から２番目の物件費でございます。５億

1,900万円余計上しておりますが、主なもの

としましては、説明欄に書いておりますとお

り、くまもと農・林・水「夢」挑戦事業、新

「 」 、幹線熊本創り ＫＡＮＳＡＩ戦略 推進事業

熊本県産業・雇用創出事業等でございます。

その他が58億8,200万円余計上しております

が、これにつきましても主なものは一番上の

くまもと夢挑戦ファンド創設事業の20億1,00

0万円余でございます。

次は８ページをお願いいたします。

投資的経費としまして補正額992億2,200万

円余を計上しております。投資的経費につき

ましては、年間執行予定額の約４割を当初予

算で、６割を６月補正で計上しております。

普通建設事業費としまして830億3,000万円余

を計上しております。また、補助分として39

5億8,600万円余、単独分として252億8,500万

円余、新幹線負担金分として181億5,900万円

余になっております。国直轄事業負担金はす

べて今回の補正で計上しております。

続きまして、８ページの２、地方債の追加

でございます。追加と変更がございますが、

追加は今回の補正に計上しております直轄事

業負担金の追加97億4,400万円余、それと新

幹線の173億1,100万円余でございまして、合

計の300億1,900万円をお願いします。

次に、８ページの３でございます。地方債

の変更でございますが、これは公共事業の追

加に伴うもので157億4,900万円から376億5,3

00万円、この差が219億400万円となっており
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ます。

以上でございます。

○井手順雄委員長 次に、各課の説明に入り

ます。

○内田企画課長 企画課でございます。資料

の10ページをお願いいたします。資料右肩の

説明欄をごらんいただきたいと思います。

企画推進費の補正額として9,300万円余を

計上しております。内訳といたしまして(１)

くまもとの夢４カ年戦略策定事業ですが、そ

れは知事の交代に伴い新たな県政の方針とな

るマニフェストを基本とし今後４年間に取り

組む主要な施策をまとめますくまもとの夢４

カ年戦略を策定するための経費で500万円余

を計上しております。(２)熊本県戦略会議で

すが、これは県政全般について10名程度の有

識者の意見を聞く熊本県戦略会議の運営経費

で700万円余を計上しております。(３)政策

企画事業ですが、県政の重要かつ緊急な課題

に対し調査・研究に必要な経費で400万円余

を計上しております。(４）ユニバーサルデ

ザイン推進事業ですが、これはユニバーサル

デザインの普及啓発等のための経費で600万

円余を計上しております。(５）のくまもと

安心移動ナビ・プロジェクト推進事業です

が、公共交通や観光地、公共施設等の案内シ

ステムの実用化に向けた整備に必要な経費で

。 、6,900万円余を計上しております このうち

国費を6,000万ほど予定をしております。

以上が企画課の６月補正予算の主な事業で

ございます。よろしくお願いいたします。

○濱名広報課長 広報課長の濱名でございま

す。よろしくお願いいたします。補正予算資

料11ページでございます。

広報費として、くまもと夢づくり広報事業

2,548万円余お願いをしております。新しい

知事のもとに熊本の新たな取り組みや魅力を

全国に向けて情報を発信する事業でございま

す。内容といたしましては、主に雑誌掲載と

それからパンフレット製作による広報を予定

しておるところでございます。よろしくお願

いをいたします。

○田上総務事務センター長 総務事務センタ

ーでございます。説明資料の13ページをお願

いいたします。

今回、事務機器等の賃借につきまして、平

成21年度から24年度までの４年間で総額122

万8,000円の債務負担行為をお願いしており

ます。今回の債務負担行為は、先ほど主要事

業の説明で申し上げました庶務事務の集中化

に伴っての事務処理において必要となります

パソコン用のプリンター及びサーバーをリー

ス契約で導入するためのものでございます。

以上、よろしくお願いいたします。

○広崎私学文書課長 私学文書課でございま

す。資料の14ページをお願いいたします。

諸費の150万円は首都圏の大学に在学する

熊本県出身者の男子学生寮でございます有斐

学舎の運営費の一部を補助するものでござい

ます。

私学振興費２億5,400万円余は私学振興の

ための活動助成費でございます。(１)熊本県

私学振興会補助等は、教職員の身分の安定化

を図り、優秀な人材確保による私学教育振興

、 、 、のために各私立中学 高校 専修・各種学校

幼稚園の関係団体が行う退職資金給付事業に

対しての補助でございます。(２)熊本県私立

中学校高等学校協会研修費補助は教職員の資

質向上のために私立中学、高校、専修・各種

学校及び幼稚園の各団体が行う研修事業に対

する補助を行うものでございます。

以上、よろしくお願い申し上げます。

○富田税務課長 税務課です。下の方を見て

いただきたいと思います。
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税務課は税務総務費に364万円を計上して

おります。内容は租税教育に取り組んでいた

ただいております熊本県納税貯蓄組合連合会

への補助34万円及び軽油引取税の適正な申告

の指導を行っていただいております熊本県軽

油引取税の納税組合へ330万円を補助するも

のでございます。

以上でございます。

○坂本危機管理・防災消防総室長 危機管

理・防災消防総室でございます。15ページを

お願いいたします。防災及び消防関係の４つ

の補助金の補正計上をお願いいたしておりま

す。

まず、防災総務費の防災対策費につきまし

ては、防災関係団体への補助金でございまし

て、１つ目が水難救助を行います熊本県水難

救済会に対しまして、２つ目が自衛隊の活動

に対し支援協力を行います熊本県防衛協会に

対しまして、それぞれの活動に要する経費の

一部を補助するものでございます。

次に、消防指導費の１消防費でございます

が、(１)は熊本県消防協会に対しまして、消

防団員等指導育成に係る経費などの一部を補

助するものでございます。(２)の消防広域化

推進事業でございますが、本年５月に策定を

いたしました熊本県消防広域化推進計画に沿

いまして消防の広域化を推進するため、各ブ

ロックごとに対象市町村が設置をいたします

広域化推進協議会の立ち上げ等に係る経費の

一部を補助するものでございます。１ブロッ

クの150万円の３ブロック分、計450万円をお

願いをいたしております。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○神谷地域政策課長 地域政策課でございま

す。資料の17ページをお願いいたします。

今回、開発促進費といたしまして新幹線く

まもと創り推進事業で440万円余、ＫＡＮＳ

ＡＩ戦略推進事業で2,300万円余 合わせて2,、

750万円余をお願いしてございます。新幹線

くまもと創り推進事業につきましては、新幹

線全線開業効果を県下全域への活性化につな

げるため、さまざまなプロジェクトを推進す

るための経費でございます。また、ＫＡＮＳ

ＡＩ戦略推進事業につきましては、全線開業

でより身近かな交流圏となります関西、中国

地方をターゲットに本県の認知度の向上と交

。 、流拡大を図るための経費でございます また

企画推進費といたしまして500万円を計上し

ておりますが、こちらは地域の一体化などに

大きく貢献いたしますロアッソ熊本に対する

出資金でございます。

以上、よろしくお願いいたします。

○古里川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。17ページの下の段

をお願いしたいと思います。

今回、計画調査費としまして811万円余の

増額補正をお願いしております。これは資料

の右側の説明欄に掲げておりますように、知

事のマニフェストに沿いまして立ち上げまし

た有識者会議の運営等に関する経費として新

たに計上しているものでございます。よろし

くお願い申し上げます。

○山野文化企画課長 文化企画課でございま

。 。す 資料の18ページ上段をお願いいたします

今回、計画調査費として2,400万円余の増

額補正をお願いしております。これは説明欄

に掲げておりますように、熊本県文化協会及

び九州文化協会が行う芸術祭等の各種文化事

業に対する補助でございます。よろしくお願

い申し上げます。

○園田国際課長 国際課でございます。資料

の18ページ下段をお願いいたします。

今回、諸費で815万7,000円の増額補正をお

願いしております。
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まず、諸費１の海外移住者等交流費につき

ましては、本県から海外に移住される方々と

の交流促進等に係る経費でございます。今年

はブラジル移民100周年に当たるということ

で慶祝訪問の経費をお願いしております。２

の国際交流推進費につきましては、県内の国

際交流団体への補助に係る経費でございま

す。３の国際化環境整備推進費につきまして

は、熊本県国際協会の活動支援に要する経費

でございます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○小林交通対策総室長 交通対策総室でござ

います。お手元の資料19ページをお願いいた

します。

まず、計画調査費といたまして７億6,000

万円余を計上しております。内容につきまし

ては、右端の説明欄に記載しておりますが、

まず、１つ目の交通整備促進費につきまして

は４億7,500万円余を計上しております。主

な内訳として、基幹交通体系企画調整事業に

つきましては合計４億6,200万円余を計上し

ており、内訳としては電鉄の都心建設計画の

検討に要する費用として500万円、阿蘇くま

もと空港へのアクセス改善検討費用として54

5万円余、デュアルモードビークル導入の可

能性を検討する費用として100万円、その他

路線バスの維持等に係る補助金としまして４

億5,000万円余等となっております。(２)の

新幹線建設促進事業につきましては、経営状

況の厳しい肥薩おれんじ鉄道の利用促進、沿

線地域の活性化を図るために土、日、祝日の

熊本駅への直通乗り入れをしております快速

スーパーおれんじ号の利用実績を向上させま

して、平日直通運転につなげるために旅行モ

ニター事業の費用としまして381万円余を計

上しております。(３)の自動車道建設促進事

業につきましては、島原、天草、長島架橋建

設促進協議会の負担金としまして996万円を

計上しております。

次に、２の空港整備促進費につきましては

２億8,700万円余をお願いしております (１)。

の阿蘇くまもと空港直轄事業負担金につきま

しては、空港整備法等の定めるところにより

まして、国が行う空港施設整備事業に対する

県の負担金として２億500万円余を計上して

おります。(２)の国際線振興対策事業につい

ては、熊本―ソウル線の週５便化の実現に向

けて必要となります送客対策として625万円

を計上しております。(３)の地域空港推進事

業につきましては、天草エアライン株式会社

の運航上必要となります機材維持のための補

助金等として7,500万円余を計上しておりま

す。

以上、よろしくお願いいたします。

○井手順雄委員長 続きまして、条例等関係

をお願いいたします。

○田崎人事課長 人事課でございます。資料

20ページをお願いいたします。

第３号議案株式会社日本政策金融公庫法等

の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の

制定についてでございます。資料22ページの

条例案の概要をごらんいただきたいと思いま

す。ここの一番下段の※参考をごらんいただ

きたいと思いますけれども、行政改革推進法

に基づきまして、政策金融改革といたしまし

て、現在の国民生活金融公庫や農林漁業金融

公庫などの機関が統合され、新たに株式会社

日本政策金融公庫が平成20年10月１日に設立

されることとなっております。なお、沖縄振

興開発金融公庫につきましては、平成24年以

降に統合される予定でございます。

１の条例制定の趣旨をごらんいただきたい

と思います。本県の条例の規定におきまして

今申し上げました各公庫の名称等を引用して

いる部分がありますことから、今回、新たに

設立される機関の名称に改めるなどの必要な
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規定の整理を行うものでございます。

２の主な改正内容をごらんいただきたいと

思います。改正が必要な条例は全部で８件ご

ざいますが、まず、(１)及び(３)につきまし

ては、それぞれ条例の規定に引用してある名

称を新会社の名称に改めるものでございま

す。(２)につきましては、先ほど御説明しま

したように、沖縄振興開発金融公庫が平成24

年以降に統合されますことから、条例の中で

公庫及び「公庫の予算及び決算に関する法律

第１条に規定する公庫」という表現を「沖縄

振興開発金融公庫」に改めるものでございま

す。

施行日は、20年10月１日からといたしてお

ります。

以上でございます。よろしくお願いをいた

します。

○広崎私学文書課長 私学文書課でございま

す。

第４号議案一般社団法人及び一般財団法人

に関する法律等の施行に伴う関係条例の整備

に関する条例の制定についてでございます。

恐れ入ります資料の26ページ、27ページをご

らんください。今回、公益法人制度が変わる

ことに伴いまして条例の整備をするものでご

ざいますが、簡単に公益法人制度改革の概要

について説明をさせていただきます。

27ページの表５をごらんくださいませ。今

回の法の対象になりますのは、現在つくられ

ております民法法人、社団法人、財団法人で

ございまして、ＮＰＯ法人、社会福祉法人、

医療法人等は今回の法対象外でございます。

簡単に申しますと、民法上の社団法人、財団

法人が26ページ表３にございます一般社団法

人、一般財団法人、さらに公益性を有する公

益社団法人、公益財団法人いずれかの法人類

型に変わっていくための改革でございます。

表の６にございますように、それぞれの民法

法人が新しい法人類型に変わりますために

は、県が合議制の機関を設けまして、その合

議制の機関に諮問をいたしまして、それぞれ

の意向を認定あるいは認可をするという方式

になっております。表７にございますのが、

熊本県公益認定等審議会のそれぞれの委員さ

んのお名前を記載しております。公益法人制

度改革を簡単に申しますと以上でございます

が、この制度改革に伴いまして、約260の法

律が改正をされております。28ページをお開

きください。

今回の整備条例は、この260余の法律の改

正に伴いまして、県が持っております２番に

ございます関係条例(１)から(４)まで、アか

らスまでのそれぞれの条例の文言等の整備を

行うものでございます。

25ページにお戻りいただきまして、条例制

定の趣旨それから主な制定内容はそこに書い

ているとおりでございます。

施行の期日は、平成20年の12月１日からで

ございます。

以上でございます。どうぞよろしくお願い

申し上げます。

○田嶋財政課長 財政課でございます。29ペ

ージをお願いいたします。

熊本県手数料条例の一部を改正する条例の

制定についてでございます。説明につきまし

ては、32ページの条例の概要に沿って御説明

いたします。

今回、手数料条例を改定いたしますけれど

も、新たに手数料を設けるものが８件、手数

料の改正を行うものが４件でございます。計

の12件になっております。主なものは温泉法

の許可関係が６件になっておりますが、これ

につきましては、平成19年６月に東京都渋谷

区のシエスパという温泉施設で天然ガスの爆

発事故が起きましたけれども、それに伴いま

して許可基準等の改正が行われまして、それ

に伴うものが６件でございます。そのほか２

の（１）の⑥に犬または猫の引取り手数料、
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これを新たに設けるものでございます。今回

の改正に伴います影響額は本年度としまして

は1,400万円の増額を見込んでおります。

施行期日は、原則10月１日から施行という

ことにしておりますが、一部は８月１日から

施行するものもございます。

以上でございます。

○富田税務課長 税務課でございます。

県税条例の改正でございます。39ページの

補足説明資料の方を見ていただきたいと思い

ます。

平成20年度の改正は、４月30日に地方税法

等を改正する法律によって改正をされており

ますけれども、１番目の条例改正の趣旨に書

いてありますとおり、県税条例の改正につき

ましては、即日施行されることが必要な部分

につきましては専決処分をいたしまして、10

月１日以降に施行する部分につきましては、

この条例案として提出をしているところでご

ざいます。主なものを３点ほど上げてござい

ます。

１番目は消費税を含む税制の抜本的な改正

が行われるまでの暫定措置として、県税でご

ざいます法人事業税を国の地方法人特別税と

従来の法人事業税に分離しまして、地方法人

事業税は地方法人特別譲与税として地方に再

配分する改正でございます。

３番目は、証券税制の改正でございます。

これまで株式等の譲渡益や配当に係る住民税

につきましては、所得税と合わせて10％の税

率でございましたけれども、平成21年以降は

本則に戻りまして20％とする改正でございま

す。

４番目は、個人県民税の所得割における寄

附金控除の範囲の拡大でございます。これま

では県の共同募金会それから日赤の方への寄

附控除が認められておりましたけれども、こ

れは所得税と同様に社会福祉法人や学校法人

なども対象とするように団体の拡充を図るも

のでございます。

専決の方は53ページを見ていただきたいと

思います。専決それから報告及び承認を求め

るものでございます。こちらの53ページの方

に概要を載せてございます。こちらの方は先

ほど申しましたとおり、即日施行をする分で

ございます。

１番目は、自動車取得税、軽油引取税の暫

定税率の適用期限の10年間の延長でございま

す。２番目は、先ほど私学文書課の方から御

説明がありました公益法人の制度改正に伴う

即日施行分でございまして、法人県民税の均

等割を最低税率とするための改正でございま

す。３番目は自動車税のグリーン化でござい

ます。４番目は市町村の鳥獣被害対策実施部

隊に任命をされました人が登録する場合の狩

猟税の税率を２分の１とする改正でございま

す。施行日は、公布日の４月30日となってお

ります。よろしくお願いいたします。

○井手順雄委員長 続きまして、報告を含め

て本田市町村総室長にお願いします。

○本田市町村総室長 市町村総室でございま

す。資料の40ページをお願いいたします。

第７号議案の熊本市と下益城郡富合町の合

併に伴う関係条例の整理に関する条例の制定

についてでございます。説明は43ページの条

例の概要の方でしていきたいと存じます。こ

の条例で熊本市と富合町の合併によりまして

改正が必要な条例のうちに文言の変更のみの

ものや、あるいは政策的な判断を伴わない内

容のものを一括して改正することといたして

おります。主な改正内容は２のとおりでござ

、 「 」いますが 条例の文中にございます 富合町

の文言を削る改正、それと施設の位置を「富

合町」から「熊本市」に変更する改正、それ

から合併前の富合町に係る処分や申請等の取

り扱いにつきまして組織関係条例の附則に経

過措置を設ける改正となっております。
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施行期日は、この合併期日でございます10

月６日といたしております。よろしく御審議

をお願いします。

引き続きまして、繰越予算の関係でござい

ます。資料の54ページをお願いいたします。

平成19年度の熊本県一般会計繰越明許費に係

る報告でございます。平成19年度に総合庁舎

整備事業といたしまして、球磨総合庁舎の耐

震化改修工事を行っておったところでござい

ますが、建物基礎部の補強工事におきまして

掘削に着手いたしましたところ、想定を超え

る硬質の岩盤、それから湧水等が存在いたし

まして、その対策工法の選定及び施行に日数

を要したために年度内の工事完了が困難とな

ったものでございます。そのため5,789万円

余を翌年度に繰り越したものでございます。

なお、工事につきましては５月19日に竣工認

定をされておるところでございます。

以上、報告をさせていただきます。

○井手順雄委員長 以上で執行部の長い説明

が終了しましたので、平成20年度主要事業、

新規事業及び付託議案等について質疑を一括

して受けたいと思います。質疑はありません

か。

○小杉直委員 最初に数点、主要事業、新規

事業の23ページから25ページの間ですな、危

機管理・防災消防総室にお尋ねですが、２の

方に８月31日防災体制の強化で防災訓練の実

施というのが出ております。これは県と市町

村と自衛隊、警察、消防等も入れた総合訓練

ですか。

○坂本危機管理・防災消防総室長 危機管

理・防災消防総室でございます。先ほど説明

を省略させていただきましたが、県が一斉配

備いたしますけれども、各防災関係機関の多

数の参加をいただいて実施したいというふう

に考えております。当然、自衛隊、消防、警

察それからライフラインを担当される九電で

すとか、さまざまな関係機関それからボラン

、 、ティア団体 まだ予定でございますけれども

60なり70の団体の御参加をいただいて人数に

つきましても総勢1,000人から1,500人くらい

の参加をいただいて実施をしたいというふう

に考えております。なお、この総合防災訓練

は毎年度実施をいたしておりまして、本年度

は上益城管内で実施をすると、９月の防災週

間の間の日曜日に実施をすることにいたして

おるものでございます。

○小杉直委員 それで今は県内も大雨が降っ

て被害が出てですね、おたくの方の総室は対

応に大わらわと思いますので、御慰労を申し

上げておきますが、実はあそこの岩手・宮城

内陸地震のときにまだ10名前後の行方不明者

が見つからないという状態の中で毎日テレビ

でリアルに報道があっておりますが、自衛隊

が救出活動を続けておるのに宮城県知事が自

衛隊の撤収を求めたわけです。理由は何かと

いうと本来任務でないからという理由のよう

ですが、自衛隊の現地の連隊長さんのインタ

ビューをテレビで見るともっと自分たちは人

命救助、災害復興支援等々に努力していきた

いというふうに、いかにも知事が撤収要請を

しなければもっと頑張っていいんですよとい

うようなコメントをおっしゃっとったわけで

す。普通一般的に考えると、自衛隊はもう人

命救助が終わって遺体捜索あたりは本来任務

でないから引き上げたいと自衛隊側から言う

のが一般的ですね。ところがこの場合には知

事の方からおっしゃっとるわけです。その理

由の１つが自分自身が自衛隊経験者というこ

とがあるようなニュアンスが流れてきます

が、今、熊本で発生して毎回、自衛隊にも災

害出動していただいておりますが、よもや熊

本県は知事の方から、自衛隊、撤収してくだ

さいというようなことがないように、自衛隊

というのは御承知のとおり、もう組織力、機
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動力いろいろなたくさんの体制を持ってます

から、大いにその機能を活用させていただか

んといかんわけですが、熊本で似たようなこ

とがあった場合にはどういうふうな考え方を

持たれますか。

○坂本危機管理・防災消防総室長 危機管

理・防災消防総室でございます。

まず、いろいろ防災対策につきまして御慰

労いただきましてありがとうございました。

先ほど地震の際の自衛隊のお話でございます

けれども、宮城県の実例については詳細把握

、 、をいたしておりませんが 本県におきまして

もし大規模な災害が発生した場合には市町村

からの要請をいただいてではございますけれ

ども、県として自衛隊に災害派遣を要請する

という仕組みができておりまして、本県の場

合、第８師団が熊本にございます。そこのそ

れぞれの連隊が県北、県南地域を担当いただ

いて、県から要請があれば直ちに災害救助に

対応いただくような体制ができております。

蒲島知事も就任されましてから、この危機管

理、防災対策を大変重要だと、特に自衛隊、

警察、消防等の防災関係機関との連携を図っ

ていくことが極めて重要だということで知事

みずから、それぞれのトップとホットライン

を結ばれまして、自分が先頭に立って自衛隊

に派遣要請をするなり、関係機関と連携をと

って対応をしていくと、おくれることのない

ように迅速的確に対応しなければいかんとい

うお気持ちで、そういう指示を私どもも受け

ております。御指摘のことがないように、県

として万が一そういう災害が発生した場合に

は自衛隊を含めて関係機関と連携をして救

助・救済に全力をもって当たっていきたいと

いうふうに考えております。

○小杉直委員 私が言いたいのは、それは日

ごろされておるけん、結構というか、我々も

安心・満足しておるわけですが、撤収すると

きに自衛隊の方から撤収したいと言った場合

には本来の任務でない場合には、それはやむ

を得ない場合もあるわけですが、宮城の場合

には知事の方から撤収してくださいと言って

おるわけです。これについてはメディアの方

もいろんな批判的な報道もあっておるくらい

で、何でわざわざ自衛隊に撤収してもらうか

と、もう少し使っていいじゃないかと。しか

も山奥でしょう、そういう現場の状況から、

だから熊本の場合には自衛隊出動してもらっ

た後、行政側から撤収をお願いせんようにし

てもらいたいということの私の質問でした。

○坂本危機管理・防災消防総室長 御指摘を

踏まえまして心がけてまいります。

○小杉直委員 次に、30ページになります。

地域政策課にお尋ねですが、９番に熊本駅周

辺都市機能誘導等推進事業、熊本駅周辺の魅

力を高め、にぎわいを創出するための民間企

業等の進出誘導方策の検討云々と書いてあり

ます。それであなたの直接の担当ではないか

、 、もしれんけれども ないと思いますけれども

報道等によると一番目玉といいますか、一番

目に見えるところのＡ地区の再開発が新幹線

開業に間に合わないと、きのうの交特委では

１年くらいおくれるというふうな話がありま

、 、したので 我々は愕然としているわけですが

これは土木部とか、何とかも関連してくると

思いますが、そういうふうな状況にあるとい

うことは地域政策課長は知っておりました

か。

○神谷地域政策課長 地域政策課でございま

。 、す 私どももあの報道を承知しておりますが

１年程度おくれるという内容を承知いたしま

したのは、その前日夕刻に市の方から連絡が

ございまして、その時点で知ったところでご

ざいます。
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○小杉直委員 その原因理由はどのように聞

いておりますか。

○神谷地域政策課長 熊本市からは用地交渉

が難航しておりまして、なかなか用地買収が

予定どおり進んでおらぬと、その用地買収が

終わりませんと建設着工ができませんもんで

すから、そのおくれが今回のおくれにつなが

っているというふうに聞いてございます。

○小杉直委員 あとは要望にかえますけれど

も、市と県と共同であの近くに事務所を持っ

ておるはずです。それが１つと。これは正確

ではありませんけれども、土地収用の経験が

熊本市はないというふうな話とですね、そう

いうような事情があってさかのぼれば間に合

うためには用地買収でどうしても賛同できな

い地権者に対しては用地収用をしていかぬと

いかん場合もあり得るわけですな。それを県

がなぜアドバイスしていなかったのかなとい

う声もあるわけです。ですから、ひとつ今さ

ら間に合うかどうかわかりませんけれども、

土木部その他関係部局と話し合って、もう少

し熊本市にアドバイスあるいは強い支援そう

いうふうな話をぜひやっていただくように話

し合いをしてください。

○神谷地域政策課長 はい。

○小杉直委員 最後の質問、19ページ、管財

課長、平成20年度売却目標は５億円というふ

うに出しておられますね、どういうところが

候補地ですか。

○松田管財課長 本年度は５億円計上してお

。 、 、ります そのうち 大きい方から言いますと

天草の苓明高校の実習地跡地、それからその

ほか近見１丁目の用地、そういった物件15件

を予定しております。

○小杉直委員 関連して質問、１点は売れそ

うですか。

それからもう１点、これを処分するについ

てのいろんな手順があるでしょう、手続はど

ういう概要になっていますか。

○松田管財課長 まず、売れるようにいろん

なＰＲなり、現地に看板を立てたり、ホーム

ページに載せたり、そういったあらゆる手段

でＰＲとか、周知をいたしましてやっており

ます。目標はぜひ達成したいと思っておりま

す。

それから、第２点目の売却の手順、手続で

ございますけれども、これまでも国も一緒な

んですけれども、まず、県で利活用がないの

かというのがまず１点目でございます。利活

用がない場合はやはり公共用地でございます

ので、地元の市町村等に買収の希望について

照会します。それでもないということになれ

ば民間の方に一般競争入札というのが原則で

ございます。

○小杉直委員 それでは、これに関する最後

の質問ですが、蒲島知事のマニフェストに県

有財産の売却というふうにうたってあります

ね、それはその精神とか、方針は評価せぬと

いかんわけですが、現実問題、実務上といい

ますか、行政の仕組みからそう簡単に右から

左に売ることはできないということについて

いろんな実情、実態あるいはいきさつ、ある

いは方法等々について蒲島知事には説明して

おりますか。

○松田管財課長 知事の方には今言った原則

的なこととか、それぞれの物件のある程度の

現状といいますか、そういったものは御報告

をしております。

○小杉直委員 理解されていますか。
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○松田管財課長 知事自身も大きな物件です

ね、具体的にいいますと、２丁目の知事宿舎

それから旧免許センター跡地、こういったも

のについては県民の非常に貴重な財産という

ようなことで、例えば２丁目の知事宿舎であ

れば老朽化してきますので、そういった場合

は慎重に検討しなければならないというよう

なことはお伺いしております。

○小杉直委員 結構です。

○渡辺利男委員 戦略会議についてお尋ねし

ます。ページでいえば４ページかな、主要事

業の大きな部分だと思いますけれども、マニ

フェストでは戦略会議ほかいろんな農業再生

、 、会議とか 交通問題とかありましたけれども

普通の審議会とはまた違った位置づけになる

と思うのですが、どうも本会議等での言葉で

説明されてもどういうところに位置するのと

かがなかなかわからないんで、何か図にした

ようなものがありますか。知事のもとでこう

なっているとか、執行部の庁議がこうあって

るとか、各部があってるとかですね。どうも

そういう目で見ないとなかなか位置づけがわ

からないので、ぜひなかったら図にしてもら

いたいというのと。

この戦略会議ですね、まず、10人程度とい

うふうに聞いてますけれども、どういった視

点で委員を選んでいくのか、どういう人たち

。 、を それからどこで開催をしていくのかとか

あるいは女性はそのうち何割くらいになる予

定なのとか、年齢層はどうなるのかとか、今

のところわかる範囲で結構ですから、聞かせ

てください。

○内田企画課長 企画課でございます。

戦略会議その他の会議の関係の図につきま

しては作成しておりますので、後ほどお届け

したいというふうに思います。

それから、会議の概要ですが、知事の方か

ら10名程度ということはお伺いをしておりま

す。東京の方々それから九州・福岡それから

熊本の地元の方､合わせて10名程度というこ

とで考えております。ただ､その内容としま

して女性それから年齢等々については､まだ

候補者等を具体的に知事の方からも伺ってお

りませんので、これから知事と御相談しなが

ら形をつくっていくというところでございま

す。よろしくお願いいたします。

○渡辺利男委員 熊本県の将来的な大きな方

向性を論議してもらうことになると思います

ので、日本ばかりでなくてアジアとか、世界

、 、とか 視野の広い方をぜひ入れてもらうとか

そういうことも心がけていただきたいのです

が、こういう人選については、執行部の皆さ

んは十分知事と意思疎通を図りながらやって

いくんですか、それとも知事のトップダウン

で知事の人脈で自分の判断で決めていかれる

んでしょうか。

○内田企画課長 この件に関しましては、現

在、川辺川の有識者会議等、知事がかなりそ

ちらの方に精力的に動いておられまして、実

は十分にまだ協議をするという段階には至っ

ておりませんが、なるべく知事と多くの会話

を交わしながらよりよい形にしていきたいと

いうふうには考えております。

○渡辺利男委員 それでこの間の荒瀬ダムの

ああいう決定を見てても非常に心配なんです

けれども、県としての意思決定の、政策決定

のプロセスですよ、今までの知事と今度の知

事と大きく違ってきたということはどういう

ことがありますか、これは木本さんの方がい

いのかな。

○木本総合政策局長 基本的には事務局から

案を上げる、あるいは事務局とよく相談しな

がらということは前知事も現在の蒲島知事も



- 23 -

そう大して変わらないと思います。基本的に

はどれだけ御自分の意見を広く反映されるか

と、その度合いだろうというふうに思ってお

。 、ります 現知事とはよく話をしておりますし

我々の意見をよく取り入れていただくという

ふうに私は感じるんです。

○渡辺利男委員 庁議は大体、頻度はどのく

らい今開かれているんですか。それとその中

の論議は十分時間をとって論議されているの

かどうかですよね。例えば知事がこうしたい

と言っても各部各課とそれぞれの立場で、い

や、それはちょっとやめてくださいよなんて

ことはきちんと言える雰囲気にあるのかどう

かですたいね、そこのところを聞かせてくだ

さい。

○岡本秘書課長 庁議を担当しております秘

書課からお答えさせていただきますけれど

も、庁議は原則として月曜日に週１で開いて

おります。議題がないときは飛ばすこともあ

るんですけれども、原則は週１回ということ

であります。知事が庁議の中で庁議を活性化

したいということをまず言われまして、どん

どん議論を活発にやろうということで各メン

バーに呼びかけられまして、従前に比べると

非常に庁議の活性化が図られていると思って

おります。

○渡辺利男委員 そんなら具体的に一つ。こ

の間の荒瀬ダムの知事の決定については、庁

議に後で出されたときに活発な論議が交わさ

れましたか、各部からですね、いろんな立場

があるでしょう。例えばきょうでいうなら総

務部長は財政担当の責任者ですから、財政問

題が一番の要因のようですけれども、きょう

経済常任委員会でその根拠が示されるという

ことですが、本当は企業局の中の財政でなく

てここに本当は出さなければいかん問題で

す。どこの一般会計にどう及んでくるのかと

いうことですから、財政を預かる責任者とし

て、その根拠は本当に正しいのかどうかとい

うことを考えて総務部長は知事に何か言われ

ましたか、そういう場所でですね。

○角田総務部長 今の件につきましては、ま

ず、企業局の会計ですから、企業会計でまず

やられて、その後に一般会計でお願いするべ

き話が来るときは来るということでございま

す。だから、今、うちも大変厳しい状況でご

ざいますから、そんなに財政的に余裕がある

。 、ということは全然考えておりません だから

向こうの企業局の方ではその流れの中で自分

のところで試算されながら、これでは到底無

理だというようなことでその判断をされたと

かと思っております。それで個別的な庁議で

そういう話を私の方からということは述べて

おりません。

○渡辺利男委員 今までいろんな政策決定な

んかがあるときに、どうもお役所の論理とし

てはほかの部のことには余り口を出さない慣

行があるんじゃないですか。だから、部を変

わったりとか、ほかの部のことはあれはおか

しかですもんねとよく聞くけれども、自分の

部のときには一切それは黙っとるというふう

なことが、やっぱり県民全体のための県政て

いうなら執行部のどの立場におろうとじゃん

じゃん言うていかないかんと思うんですけれ

ども、そういう論議が庁議の中で活発にでき

るように、各部長さんは、どがん大統領であ

る知事といえども、おかしいときはおかしい

というのをどんどん言えるような庁議にして

いただきたいと思います。これは要望。

○井手順雄委員長 要望でございますか。

○渡辺利男委員 はい。

○井手順雄委員長 今の補足なんですけれど
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も、きのうの環境対策特別委員会の中でも論

議されたわけでありまして、荒瀬ダムといっ

ても、これは今、渡辺委員がおっしゃったよ

うに、農林もかかわってくる、環境にもかか

わってくる、各課にかかわってくるわけです

ね。そうした場合、知事がちょっと見直しま

しょうというようなところの中でおっしゃっ

たならばですよ、各課はもう少しそれについ

ていくべきだろうと私は思っております。き

のうの中では何か知事一人が一人歩きして各

課は今おっしゃったように、他人事じゃない

ですけれども、どうなるのかなくらいの感触

では私はいかんと思うです。皆さんがかかわ

ってくることですから、それにあわせて追随

しながら執行部と知事がともに問題意識を持

って解決していくというか、答弁をしていく

というようなことも必要なのかなと思いがし

ました。今、渡辺先生の関連でございますの

で、そこら辺はよく考えていただきたいとい

うふうに思います。

○馬場成志委員 主要事業の41ページの管理

調達課ですが、電子入札システムについて、

対象業務を19年から拡大、20年４月からはす

べてということになりますかね。これで要は

中小企業振興基本条例をきちっと反映してい

ただいておるかということでお聞きしたいで

すが。

○坂本管理調達課長 集中調達を担当してい

る管理調達課でございます。現在、昨年から

取り組んでおりますけれども、平成19年度に

管理調達課が発注しました物品の実数につき

ましては、県内の事業者から調達できるもの

は県内の事業者から調達をするという考え方

で取り組んでおります。まず、一般競争入札

については地域要件等を設けることで県内事

業者を優先する仕組みとしておりますし、そ

れ以外の指名競争入札、随意契約においては

県内の事業者を優先して発注を行っておりま

す。19年度の実績は、県内中小企業者からの

調達率は件数ベースで87％を占めておりまし

て、前年よりも8.5ポイント上昇しておりま

す。

○馬場成志委員 今、件数で87％ということ

で金額では出てきませんでしたけれども、こ

れについては全庁でやっていただきたいとい

うことで徹底していただきたいということを

申し上げたかっただけです。今、管理調達課

だけではなくてここではそんなにはないか、

よくわかりませんが、条例の趣旨をしっかり

と各セクションで肝に銘じて頑張っていただ

ければというふうにお願いしておきます。よ

ろしくお願いします。

○坂本管理調達課長 それにつきましても毎

年６月に物品取り扱いとか、あるいは契約事

務を担当しています研修会に約400名ほど参

加しますけれども、その席の中でも項目とし

て取り上げておりまして、基本条例の趣旨を

踏まえて調達に努めるように、こちらからも

説明をしておるところでございます。

○小杉直委員 次に、節約方向の話になるか

もしれんけん。小林交通対策総室長、おたく

は最後の答弁になるかもしれんな。補正予算

の19ページ、私がちょっと聞き違いだったら

ごめんなさい。交通整備促進費です。熊本都

市圏鉄軌道ネットワークに関する検討費で電

鉄さんに関する500万円というふうにおっし

ゃったような気がしましたが、それはもう一

度確認します。

○小林交通対策総室長 熊本電鉄の都心結節

につきましては、500万円を計上させていた

だいております。これは過年度から調査を進

めてまいりまして、19年度の熊本市と合志市

と県との検討の中で上通り案や、ＢＴＲ案の

どちらにするかということでだんだん案の絞
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り込みができてまいりまして、これに対する

具体策を練っていくための費用ということで

考えております。

○小杉直委員 いろいろな市民の声を聞いて

ですね、賛否両論ありますけれども、費用対

効果の面から考えますと延伸といいますか、

それが妥当かどうかは私自身はちょっと疑問

、 、に思うわけですが そういう環境の中で先般

電鉄さんはあのような会社再建の出来事があ

って社長交代までされたというふうなことで

すが、そういう会社の実情を勘案して、この

、500万円に対してはどのようにお考えですか

引き続きすべきというふうに上げてあります

が、これは引き続き予算として上げる必要が

ありますか。

○小林交通対策総室長 熊本電鉄は現在年間

運んでおります旅客数は140万人を超えてお

ります。この都市交通の基幹の１つでもある

ということを考えられておりまして、これの

存続をどうするかというものがかかっており

ます。これを実際になくしてしまうというこ

とになって、これをすべてバス転換にすると

いうことになった場合は道路渋滞をさらに惹

起いたしますし、大変、社会的な影響がある

と考えておりまして、何らかの形でこの鉄道

を生かすのか、また別な形の交通機関にする

のかという実現性については進めていくべき

であると考えておりまして、これについては

電鉄が会社の私的整理ということで動いてお

りますが、電鉄自身も自分たちの今後の会社

の経営の中でこれをどう取り込んでいくの

か、年内に結論を出すつもりで考えたいとい

うことでございますので、一方で行政三者、

さらには市民も入れての検討というものはし

っかり進めていくべきだと考えております。

○小杉直委員 それならばこの中の500万円

の計上について反対はいたしませんけれど

も、いろんなもろもろの状況が変わってきて

おりますので、慎重に取り組んでいただきた

いと思います。

、 、もう１点 主要事業と新規事業の34ページ

国際課長さん、モンタナには職員を引き続き

派遣するんですか、派遣するとするならば年

間の給料は大体どのくらい出しておるかお尋

ねします。

○園田国際課長 国際課でございます。お世

話になります。モンタナにつきましては、今

年の３月熊本ブラザ事務所を置いていたわけ

ですけれども、熊本プラザは閉鎖いたしまし

て、現在職員がモンタナの州庁舎に入りまし

て、そこで仕事をしております。それで熊本

県プラザを廃止しましたことによりまして50

0万円ほど節約できることになったわけです

けれども、昨年と比較しますと500万円ほど

少なくなっております。職員の人件費と今か

かっております経費は、それと活動費でござ

いまして、人件費を入れますと1,000万円程

度かかっておるのかなというふうに思ってお

ります。

以上でございます。

○小杉直委員 私は数年前にモンタナ視察に

行ってきまして、実情を目、肌で感じてきた

わけですが、モンタナとの交流はもちろん大

切なことですが、あれがスタートしたのは相

当前なんですね、そのころはまだこういった

交流というのは非常に珍しいといいますか、

新規取り組みとしては、そのときの環境とい

うものは正しかったと思いますけれども、も

うグローバル化して交流が各方面とも非常に

盛んになった今日、わざわざ職員さんを置い

ておく必要があるかなあという思いがありま

したので、去年の何かの機会のときにお尋ね

しましたら何十周年かの記念だったですね、

去年は。ですから、去年まではいろいろ今ま

で同様の仕組みでおりたいということでし
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た。その後おっしゃったように、プラザです

か、あれの整理をされました。それはそれで

評価しますが、約1,000万円もの人件費等が

要る職員さんを派遣しておかなくちゃならな

い有効性といいますか、価値はあるんですか

ね。

○園田国際課長 国際課でございます。確か

に御指摘を先生から以前から受けておりまし

て、いろいろと検討しまして、昨年25周年と

いうことで記念式典を行ったわけですけれど

も、記念式典におきまして両知事で今後も国

際交流を推進をしていきましょうというよう

な話をしておりますし、昨年で打ち切るとい

うことでなくて、昨年は熊本プラザを閉鎖し

ようということで閉鎖したところでございま

して、今後につきましては、現在、国際課で

も検討しておりますし、今後とも今の先生の

御意見を踏まえながら検討していきたいとい

うふうに思っております。

○小杉直委員 やっぱり田嶋財政課長等が非

常に財政の何に頭を痛めておる時代ですが、

さっき防衛協会の費用あたりはもうずっと削

られて15万円というふうな少ない金額になっ

ておるわけですが、今が今急にということは

何でしょうけれども、一時しばらく派遣を見

合わせると、そしてまた、しかるべき時期に

なったら復活させるという柔軟策も考えてで

すね、いろいろ賛否両論あると思いますけれ

ども、今後の検討課題においとっていただき

たいということで要望で終わります。

○西聖一委員 １点お尋ねします。10ページ

の健康管理についてです。非常に職員の間に

病といいますか、病気といいますか、メンタ

ルヘルスに対する対応が必要になってくる現

状は悲しいものですけれども、今年の４月の

段階で１階と13階に相談事業の窓口があると

思いますが、そこに聞いたときに既に４月の

段階で100件くらい相談件数があっておりま

して、うち２人は病院の方に紹介をしたとい

う話も聞いております。今現在で相談件数等

の実数がわかれば教えていただきたいです

が。

○田上総務事務センター長 総務事務センタ

ーでございますが、昨年度の実績は手元に資

料がございますが、今年度につきましては今

、 。まとめておりますので 手元にございません

○西聖一委員 昨年度でいいですから、教え

てください。

○田上総務事務センター長 19年度で地下の

サポートセンターに相談に見えた相談件数、

これは実情でございますけれども、145人で

ございます。延べの相談件数にしますと約1,

400件ほどになります。これは５年前に比べ

ますと約７倍近い相談件数の増になっており

ます。

○西聖一委員 そういう実態は知事の方には

耳に届いておりますか。

○田上総務事務センター長 今年度は私ども

総務事務センターが健康管理の所管になりま

したが、まだ説明を申し上げておりません。

昨年度まではこのような状況については知事

にも説明があっていたかと思っております。

○西聖一委員 昨年は潮谷知事も気づきの研

修というか、部局長に対して指示もあって職

員も気づきをしなさいということでやってお

りますが、ぜひとも蒲島知事にもその実態を

伝えていただきたいと思います。

それから、これは行き着くところは最後は

現役の死亡というところまで行き着くと思う

のです。今年既に30代、40代の現役４人亡く

なっております。これが非常に知事を支える
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職員に対してどうなのかなというふうに思っ

ております。先日も葬儀があったわけですけ

れども、知事の出席はもちろんなかったわけ

ですが、弔電１本だったですね、できれば部

局長とか、トップが知事の弔辞を読むくらい

あっていいのではないかというふうに漏れ聞

こえたところです。昨年、市職の方が濁流に

、 、のまれて亡くなりましたが そのときは当然

市長も来ておりましたし、その当時の潮谷知

事も来てお見舞いを申し上げておりました

が、市役所に聞きますと、そういう制度がち

ゃんとできているそうです。今から知事は職

員と一体となって危機管理を乗り越えていか

ないといけないわけですから、そういう制度

がなければぜひとも要望したいですし、知事

も十分職員の実態を踏まえていただいて、心

が通うような仕組みをつくっていただきたい

なというふうなことを要望したいと思ってお

ります。

○井手順雄委員長 要望ですね。

ほかにありませんか。

○渡辺利男委員 これは主要事業の37ページ

肥薩おれんじ鉄道についてお尋ねをいたしま

す。肥薩おれんじ鉄道の経営状況は御存じの

とおり､非常に厳しいわけでここに書いてあ

るようないろんなことをやられてますけれど

も、これはもう経営努力だけではとてもじゃ

ないけどもう見込みはないと思いますよ。座

して死を待つようなもんで、唯一やっぱり見

込みがあるのは直行運転を土、日始められま

したけれども、これも平日も全便、八代ー熊

本間を譲り受けるというくらいのことがなけ

ればですね、もう展望はないと思うんです。

ですから、ここで書いてあるように旅行モニ

ター事業等を行うとか、スーパーおれんじの

利用実績を向上させるとか、この程度のこと

でなくて今県が持っているすべての政治力を

使ってでもＪＲ九州に対して、この部分はも

う肥薩おれんじ鉄道に任せろということを言

っていかないかぬ時期だと思うんです。もう

３年以内に新幹線全線開業しますけれども、

そのためにやっぱり県も相当な出費をしてい

ます。ＪＲ九州は７％くらいで今度は新幹線

全線開業をしたらどんどん、どんどんかどう

かはわからんけれども、もうかっていくわけ

ですから、そういうことからしてもこの部分

はもうぜひとも新幹線開業を機に肥薩おれん

じ鉄道に譲り渡せということを、これを言え

ば鹿児島の方も川内ー鹿児島間は譲れという

気持ちはあるでしょうから、鹿児島県と連携

をしてでもそれを実現させるために全力を上

げるべきと思いますが、そういう気持ちがあ

るのかというのと、どういう手法を今後とっ

ていかれるのかをお尋ねします。

○小林交通対策総室長 肥薩おれんじ鉄道に

つきましては、現在、内部留保金も使い果た

してかなり厳しい経営状況に陥ってきており

ます。その中で国またはＪＲに対して、肥薩

おれんじ鉄道に対する抜本的な支援策につい

てさまざまな方面から要望をしております。

特に現在、国会議員連盟が肥薩おれんじ鉄道

に関しては立ち上がっておりまして、こちら

側、国またはＪＲの関係者を呼びましてかな

り厳しい議論を展開している。また、先日、

整備新幹線の与党ＰＴがございまして、その

場でも並行在来線対策について今後考えてい

くべきであるという指摘、これは全国レベル

の話でありますが、強く議論がなされている

ところであります。この中で肥薩おれんじ鉄

道の熊本駅直通に関しましては、この土、日

直通をまず３月15日から開始したわけです

が、大変実績はよろしく熊本への乗り出し分

については、ＪＲの運転手を借り上げて費用

を払っていっているということですが、その

費用を上回る収入が得られている状況でござ

います。その路線を早々譲り渡せという御議

論もあるかもしれませんが、まず、これを平
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日まで拡大して、しかも肥薩おれんじ鉄道は

今車両が限界で、平日の朝晩は肥薩おれんじ

鉄道内を走るだけで限界でありますので、Ｊ

Ｒ側が乗り出してくるということで要望して

ございます。この要望を実現するためには、

まず、土、日直通の実績をしっかり上げて八

代ー熊本線区はしっかりふえたなあというメ

リットを感じさせるこの活動もかなり重要で

ありまして、そのための予算を今回計上して

いるわけでございます。こうしたことが相ま

って平日も、土、日、祝日も肥薩おれんじ鉄

道の線区であるかのごとく肥薩おれんじ鉄道

が運用できるように、これからも頑張ってま

いりたいと思っております。

○渡辺利男委員 赤字が解消するためにはも

うこれしかないという思いで頑張っていただ

きたいと思います。

続いて済みません。これ人事課なのか、人

事委員会になるのかわかりませんが､新規事

業の42、43ページのところにかかるのかな、

去年から知的精神の障害のある方のインター

ンシップを実施されていると思いますけれど

も、どういうふうに検証されたのかわかりま

せんけれども、熊本市はもう去年から、こう

いう知的精神の障害のある方をとりあえず臨

時職員として採用が始まっています。障害者

自立支援法はこういう方たちの就労に力を入

れろということで民間にはそういうふうにど

んどんお願いをしているわけで、県も率先垂

範をすべきだと思います。来年から採用をと

いうことはまだないのか、インターンシップ

程度なのか、そこのところをお尋ねをいたし

ます。

○田崎人事課長 人事課でございます。知的

精神障害者のインターンシップ、先生の方か

ら今お話がありましたように、昨年の11月に

初めて本県でも実施をさせていただきまし

て、いわゆる特別支援学校あるいは障害者福

祉施設12名の方にインターンシップに参加を

いただきました。その後受け入れ所属あるい

は派遣した施設、そしてまたインターンシッ

プに参加しました実習生本人にも学校を通じ

てその結果についていろいろ聞き取りをいた

しておりまして、その結果によるとおおむね

貴重な経験が得られたという実習生の皆さん

にとっても好評であったというふうに聞いて

おります。今後の採用についてでございます

けれども、そういった意味での雇用の可能性

というものについても手ごたえを感じたとこ

ろでございますけれども、雇用に当たりまし

て障害者の方、県の双方にとってよい形にな

るということが必要でありますし、また、障

害者の方の適性に合った業務内容とか、業務

量の確保等そういうことをいろいろと検討す

ることも必要になっております。そういう意

味でいつからというふうな形で今申し上げる

ことはできませんけれども、今年はまたイン

ターンシップを実施するということは方針と

して決めておりますけれども、そういうこと

を通じまして雇用につながっていくようにで

きるだけ取り組んでまいりたいというふうに

思っておるところでございます。

○渡辺利男委員 よろしく、早くですね、採

用に結びつくようにお願いします。

もう１点済みません最後に。これは39ペー

ジ統計調査課です。統計調査課が発行される

いろんな統計資料を見ると大変参考になりま

して、いろんなことに活用できる内容だと思

います。地味ですけれども、大変大事な仕事

だと思います。そこで加工統計の作成等、出

ておりますけれども、もう少し県の政策評価

につながるようなものをどんどん工夫してで

きないものかなあというふうに思ってます。

例えばいろんな各部各課やられている事業が

結果的にどういう成果をもたらしたかとか、

そういうのを長期間数字であらわすとか、例

えば政策評価で漁港課が漁港を今年は５つつ
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くる予定だったのが４つつくったから二重丸

だとか、大体、前はそういう政策評価でした

けれどもですね。例えば20年間漁港整備費が

こういうふうになってきてその結果、漁業従

事者がどうなって漁業生産量がどうなったと

か、そういうのが一緒についてくれば非常に

わかりやすいわけです。そういうふうにさま

ざまな各部各課の統計をそういった意味でい

ろんな工夫をできないものかなあというふう

に思いますが、どうでしょうか。

○甲斐統計調査課長 統計調査課が業務とし

てどこまでどういう範囲で業務のミッション

を与えられるかということだろうと思います

けれども、現状37名職員がおります、この職

員全員統計専任職員ということで、人件費は

国から見てもらうという位置づけでございま

す。その可能な範囲の中で県の単独の業務を

こなしてきていると、そういう実情でござい

ます。

○渡辺利男委員 せっかくいろんな数字が集

まるところですから、それをいろいろ工夫し

て生かしていかぬともったいないと思うので

。 、 、す だから なかなか上からの指示がないと

そういう人間の配置あるいは財政の問題の範

囲の中で主体的にやっていけないでしょうけ

れども、それは統計調査課自身の仕事の内容

を、そういうふうにいろいろ工夫するのはで

きないものですか、担当部長はだれなのか。

○小宮地域振興部長 委員、御指摘の点、私

も部長就任したときに統計調査課というのは

うちの部にあると、中身は極めてまさに国の

統計事務の受託事務が９割５分というか９割

。 、９分くらいございます その中に少数ですね

まさに数字の分析をする能力がある者がほん

の１名か２名くらいおります。こういう職員

の能力が使えないかなということを思ったこ

とはございます。統計調査課の課のまさに大

きな事務として委員御指摘のようないろんな

分析等々の作業がどこまでできるかというの

は、これはやはり人員の問題、予算の問題で

かなり制約はされているとは思いますが、で

きる限り、例えば他部他課のいろんなそれぞ

れ所掌での分析、数値の扱いにサポートでき

る面があれば、それは積極的にサポートして

もらったがいいなと私自身は思っております

し、また、統計調査課としてもその意識はし

っかり持っていると思います。

○渡辺利男委員 各部各課が自分のところの

事業とか、自分のところの数字は都合の悪い

ものはなかなか出そうとしないし、いいとこ

ろはお手盛りででも出そうとするわけですか

ら、ぜひ統計調査課は第三者的立場といいま

すか、それくらいの気持ちで県政将来にわた

って間違いないように厳しい数字でもどんど

ん分析をして出していくとか、警鐘を鳴らす

とか、そういう課であってほしいなというふ

うに思います。

以上です。

○井手順雄委員長 昼休みになりましたけれ

ども、このまま委員会を続行してもよござい

ますか、委員の皆様方、よろしゅうございま

すね。

(｢はい｣ と呼ぶ者あり)

○小杉直委員 きょうは熊日新聞社のそうそ

うたるお２人がお見えですので、今、熊日新

聞に建設業の実情についての連載ね、あれは

非常に実態をつかまれた報道だと思います。

そこで田嶋課長、ああたにお尋ねですが、結

局、450億の財源不足が出るというふうな説

明がさっきありましたね、あるいは補正予算

の方でも８ページに普通投資的経費について

表を出してありますが、やっぱり公共事業費

は削ってあるです。新幹線の負担金だけふえ

てですな、だから、公共工事の削減に伴って
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熊本の基幹産業の一つである建設産業界がも

う衰退して倒産が続発と言うとなんですが、

次から次に出ておるわけですが、この兼ね合

いといいますかね、公共事業を抑制する、し

かし、それによって建設産業界含めていろん

な産業分野が困っておる、しからば民間で頑

張れと言っても民間は実情は価格破壊の状況

でやたら受注すれば赤字になるというふうな

実態であるわけですが、その兼ね合いについ

て蒲島知事の気持ちを含めたところの財政課

長としてはどういうふうな心の持ち方をして

おるですか。

○田嶋財政課長 非常に難しい質問で、答弁

になるかと思いますが、まず、公共事業の側

面としては社会基盤の整備ということと地域

経済を底支えるという２つの側面があろうか

というふうに思っております。平成13年に財

政健全化計画を策定するとき、ちょうど私も

担当しておりましたが、そのときも議会とか

なり議論をさせていただいたわけです。いわ

ゆるバブル経済崩壊後、国の経済対策に呼応

してかなり公共事業がふくらんだ時期がござ

いました。これは平成８年がピークでござい

ました。平成12年に基金が枯渇するという状

況を踏まえまして健全化にかじを切ったわけ

ですが、そのとき目指しましたのがいわゆる

バブル経済前、昭和63年度くらいの公共事業

の水準までを目指そうということで単独事業

費については、大体、４割くらい削減という

ことで取り組みをしました。そういう中で今

現在がどのような水準になっていますかとい

うと、今、公共事業のレベルが大体、昭和59

年度の予算レベルになっています。それと一

番ピーク時が平成８年度になりますが……、

、 。○小杉直委員 ごめん 答弁途中済みません

それはいきさつはわかっておりますから、結

局、わが家が厳しいとね、熊本県の台所が、

、 、非常に節約せんといかん 削らんといかんと

その事情は我々もよくわかります、当然のこ

とです。それによって長年の産業として発展

あるいは活躍してきた産業が衰退の一途にな

っておるというのは実態です。国のいろいろ

三位一体の改革その他がありましたので、だ

から、このような投資的経費を削るときに田

嶋さんたちのお気持ちはどういうお気持ちか

なあと、そこを聞きたかったです。単にわが

家が厳しいから削っておるというだけでなく

て、それを必要だけれども、やっぱり相手方

も厳しいだろうなあという思いやりを持ちな

がらされているはずであると思います。そこ

を、そうでしょう。

○田嶋財政課長 当然県の経費を削減する場

合にすべて県民生活に波及いたしますので、

単に削減するということでなく、その影響を

きちんとわきまえた上でこういう取り組みを

。 、しなければならないと思っております ７月

８月にしますので、そのことは十分気をつけ

ながらやっていきたいと思っております。

○小杉直委員 血の通った財政課長とわかり

ましたので、安心しました。

最後に１点、小林総室長、最後の最後のあ

あたの答弁になると思いますけれども、37ペ

ージに阿蘇くまもと空港国内線振興・環境対

策事業で阿蘇くまもと空港周辺環境整備協議

会等を通じて云々て書いてあります。うっそ

うと茂った雑木林、相当の広範囲の県有の雑

木林、あれについては、交特委でもおっしゃ

いましたけれども、きょうは特に各課そうそ

うたる方がお見えだし、また地元の有能なス

タッフの新聞社もお見えですから、ああたが

どがん考え方を持っとるか簡単に話して、そ

れをああたが今度、国に帰るわけですけん、

だれに引き継いでいくか。

○小林交通対策総室長 阿蘇くまもと空港の

北側に広大な県有地がございまして、くるみ
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の木を初めとしてたくさんの木が立っており

ます。この空間につきまして、実は交通対策

総室の空港周辺維持管理費というものは周辺

の周囲の道路の草刈費用だけで目一杯という

ことで森林の中までは管理仕切れてはおりま

せん。委員、御指摘のとおり、中は半ばジャ

ングル状態に成りつつあると。さらには治安

的にもどうなっているかわからないという状

況の中で、この阿蘇くまもと空港らしいこの

森林空間を有効活用して観光でありますと

か、自然体験でありますとか、もろもろの活

動できる魅力的な空間にしたいということを

考えてまいったところでございます。この発

想につきましては、知事がこれから描こうと

している空港に関する夢がございますが、そ

の夢にも合致するものと考えておりまして、

この具体策については県費をかけず、なるべ

く民のボランティアも含めた、また空港周辺

の企業も含めたグループによる整備維持管理

ができないものかということで模索してまい

ったところでございます。これまでなかなか

結実しないという状況でございますが、何ら

かの道筋はつけられるよう実際に法制枠も含

めてですね、ここで展開したいという方々も

いらっしゃいますので、今後とも私もフォロ

ーさせていただきたいと思いますし、県庁の

中では地域政策課の方でこれをフォローして

いただけるということでございますので、い

ずれは何らかの形でここを魅力ある空間とし

たいと考えております。

○小杉直委員 ありがとうございました。そ

れでは国に帰ってからもいろいろアドバイス

、 。とか 支援策をよろしくお願いしておきます

以上です。

○竹口博己委員 交通問題で本当は事業の一

つ一つ、この予算のあり方を細かくお尋ねし

たかったんですけれども、ちょうど小林総室

長も本当に最期ですね、これが。アバウトな

質問になってしまいますけれども、一番大変

な時期に熊本のために御苦労されて新幹線を

待たずして中央に上って行かれるというのに

複雑な思いがあるのですが、もう離れるから

本音で物を言えると思うんですけれども、熊

本の総合的な交通体系とか、あるいは都市圏

の交通問題とか、課題として抱える空港など

へのアクセスの問題等々に関してこうすれば

いいなという、県はこれが弱点だなとか、い

ろいろ感じたと思うのですよ、小林さんは。

それを遺言として残していってくれません

か。

それともう１つ、観光の目玉として期待で

きるかなと思われる例のＤＭＶですよ。総室

長が真剣に取り組んだ。これを一日も早く導

入するには何が押さえどころなのか、また課

題は何なのか、そのポイント、それを貴重な

遺言としてぜひお願いします。

○小林交通対策総室長 発言の機会をいただ

きましてありがとうございます。熊本に関し

ましては、交通としては過度の自動車への依

存、これが大きな問題であると思いますし、

今後その高齢化する中、このまま自動車交通

だけに頼るような交通社会だけでいいのか、

これは大変な課題であると思います。この交

通をどうするかということについては、さま

ざまな課題もあってなかなか進まないと常に

渡辺先生からも御指摘を受けますが、まずは

過度に大きな物をつくろうとせずにできる限

りの持っている資源を有効活用する、例えば

モノレールを都市内に建設するであるとか、

大きな社会資本を持ってこようとするんです

けれども、なかなか短期間では実現が難しい

ものですから、今あるもの、またある技術を

いかに生かすかということが重要だと思って

おります。その中で１つの知恵といたしまし

てデュアルモードビークルという発想がござ

いまして、こちらは非常に安価なお金で鉄道

もバスも有効活用できる、特に大都市圏の中
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では難しい交通手段ですが、地方部では非常

に有効な手段だと思っておりまして、これも

一例であります。そのほか全国見渡すと、さ

まざまなデュアルモード系のシステムまた新

、 、しい技術開発がありますので これに対して

いかにアンテナを高くして、いかに国のそれ

に対する支援制度を引き出して実験を重ね実

現に持っていくかというのが重要なことだと

思っております。

○井手順雄委員長 ほかにございますか。

なければ、これで付託された議案等に対す

る質疑を終了いたします。

ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号、第３号から第７号及び第17号に

ついて一括して採決をしたいと思いますが、

御異議ありませんか。

(｢異議なし｣ と呼ぶ者あり)

○井手順雄委員長 御異議なしと認め、一括

して採決をいたします。

議案第１外６件について、原案のとおり可

決することに御異議ありませんか。

(｢異議なし｣ と呼ぶ者あり)

○井手順雄委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外６件は、原案のとおり

可決または承認することに決定いたしまし

た。

次に、本委員会に付託されました請願を議

題とし、これについて審査を行います。

今回、新たに付託された請願は２件であり

ますが、趣旨はほぼ同様であります。このこ

とから２件を一括して審議をしたいと思いま

すが、これに御異議ありませんか。

(｢異議なし｣ と呼ぶ者あり)

○井手順雄委員長 それでは、そのようにい

たします。

、 、審査に移りますが この件につきましては

県議会における政務調査費等検討委員会で検

討中でありますので、執行部からの説明は省

略していきたいというふうに思っておりま

す。

これに、質疑はありませんでしょうか。

○馬場成志委員 今、委員長の方からおっし

ゃったように、19号と20号は同趣旨でありま

す。20号の方の１番の方につきましては、ま

だ正式決定はしておりませんけれども、検討

委員会などで方向性が出てきておるというよ

うな、先ほど請願者の方からの話もありまし

たけれども、２番につきましては、19号と趣

旨は全く一緒でありますが、ただし、19号に

つきましては中に具体例が随分書いてござい

ますが、その中で見方によってはというよう

な部分、見る角度によって判断が違うという

ような部分が何カ所もあるようでありますの

で、これにつきましては、県民の皆様方に随

分誤解を招く部分もあるというふうに思って

おります。ですから、そういう意味では趣旨

の部分につきましては、受けとめさせていた

だくということで、20号につきましては、今

後、議長の諮問機関の検討委員会やいろんな

ところで審議を進めていくということで継続

、 、というような考え方で 19号につきましては

先ほど申し上げましたように誤解を招く部分

が随分あるんじゃないかということで不採択

ということでどうかというふうに提案させい

ただきます。

○井手順雄委員長 ほかにございますか。

○渡辺利男委員 議会の検討委員会の委員長

が言いなはったけん言いにくいですけれど

も、うちの会派として検討委員会の中で主張

していることは、この請願で言われている方

向性と大体一緒ですから、本当は採択しても

らってもいいくらいですけれども、ただ、ま

だ検討委員会でこれからも審議していくとい

、 。うことですから 継続で構わないと思います

19号については、今言われるように一部数

字等でおかしいところはありますけれども、
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だからといって否決するまでにはないんじゃ

ないかなと私は思います。両方とも継続でい

いじゃないかなと思いますけれども。

○井手順雄委員長 ほかには御意見ございま

すでしょうか。

○小杉直委員 私は馬場委員の意見に賛同さ

せていただきます。

○高野洋介委員 私も馬場委員の意見です。

○井手順雄委員長 これで質疑を終わって採

決に入ってよございますでしょうか。

まず、請第19号についてお諮りします。継

続、採択、不採択という考えがありますが、

請第19号についてはいかがいたしましょう

か。

(｢不採択｣ ｢継続｣ と呼ぶ者あり)

○井手順雄委員長 継続と不採択という意見

があります。

まず、継続についてお諮りいたします。請

第19号を継続審査とすることに賛成の委員の

挙手を求めます。

(賛成者挙手)

○井手順雄委員長 挙手少数と認めます。よ

って、請第19号は継続審査としないことに決

定いたしました。

それでは、請第19号を採決いたします。

請第19号を不採択とすることに賛成の委員

の挙手を求めます。

(賛成者挙手)

○井手順雄委員長 挙手多数と認めます。よ

って、請第19号は不採択とすることに決定い

たしました。

次に、請第20号についてお諮りします。継

、 、 、続 採択 不採択という考え方がありますが

請第20号についてはいかがいたしましょう

か。

( ｢継続｣ と呼ぶ者あり)

○井手順雄委員長 継続という意見がありま

すので、継続についてお諮りいたします。

請第20号を継続審査とすることに異議ござ

いませんでしょうか。

(｢異議なし｣ と呼ぶ者あり)

○井手順雄委員長 異議なしと認めます。よ

って、請第20号は継続審査とすることに決定

いたしました。

次に、継続審査になっている請願の審査を

行います。

まず、請第３号について執行部から状況の

説明を願います。

○山野文化企画課長 文化企画課の山野でご

ざいます。

請第３号の請願の趣旨でございますが、こ

れは県立劇場のコンサートホールにパイプオ

ルガンの設置を求めるものでございます。こ

の件につきましては、県立劇場オープン前の

昭和56年ごろから再三検討が重ねられてきま

したが、設置に必要な費用の問題、設置後の

維持管理費、それから設置期間中の休館の問

題、それから利用の頻度あるいは演奏者の確

保の問題いろいろさまざまな問題、課題がご

ざいまして、現在まで実現に至っておりませ

ん。今後も全国の状況等を把握しながら将来

的に何らかの工夫や方策ができないか引き続

き研究してまいりたいというふうに考えてお

ります。よろしくお願い申し上げます。

○井手順雄委員長 この点につきまして質疑

はありますでしょうか。

(｢ありません｣ と呼ぶ者あり)

○井手順雄委員長 採決に入ります。この請

第３号についていかがいたしましょうか。

(｢継続｣ と呼ぶ者あり)

○井手順雄委員長 継続という意見がありま

すので、継続についてお諮りいたします。

請第３号を継続審査とすることに御異議あ

りませんか。
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(｢異議なし｣ と呼ぶ者あり)

○井手順雄委員長 異議なしと認めます。よ

って、請第３号は継続審査とすることに決定

いたしました。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りい

たします。

議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。

(｢異議なし｣ と呼ぶ者あり)

○井手順雄委員長 それでは、そのように取

り計らいます。

次に、その他に入ります。

執行部から、報告の申し出が５件あってお

ります。

まず、執行部の報告を求めた後、一括して

質疑を受けたいと思います。

それでは、関係課長から、順次報告を手短

にお願いいたします。

○田上総務事務センター長 総務事務センタ

ーでございます。

公務出張に係る航空券オンライン予約の導

入について、報告資料に基づいて御説明申し

上げます。

まず、導入の目的でございますが、旅費の

削減効果が期待されます新たな仕組みを導入

することにより行財政改革のより一層の推進

を図るものでございます。

航空券オンライン予約の概要でございます

が、日本航空、全日空の国内航空２社が使っ

ておりますインターネットによるオンライン

予約からチケットレス発券、航空代金の県の

一括精算までを可能とする法人向けとした仕

組みでございます。県と航空会社２社と利用

契約を結びまして、平成21年４月の導入予定

を考えております。利用対象の範囲は知事部

局、議会事務局、各種委員会事務局の職員等

を予定しております。なお今回、導入予定を

考えております本県の事例は都道府県レベル

では全国初めてと思われます。

次に、期待される効果としては、１つはオ

ンライン専用運賃が利用可能となることで平

均18％の割引で年間約2,000万円の旅費の削

減が見込まれます。また、24時間予約が可能

となり、変更や取り消しが当日まで自由にき

く上に手数料が不要となります。なお、対象

路線は熊本ー東京、熊本ー大阪間の２路線を

予定しております。２つ目は航空運賃は月決

めの一括後払い精算で県が航空会社に支払い

ますので、現在のような職員が立てかえ払い

をすることは不要となります。そのほか航空

機利用の出張に際して宿泊パックはこれまで

どおり旅行代理店を通しての手配、スカイネ

ットアジア航空の航空券等の利用もこれまで

どおり利用が可能となります。また、オンラ

イン専用運賃以外の早割などの特別割引運賃

の利用についても、これまでどおり可能とな

ります。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○高嶋行政経営課長 行政経営課でございま

す。

報告事項の②でございますが、熊本県行財

政改革基本方針で毎年度実施計画を策定し、

改革の取り組み年度終了後、取り組み結果を

取りまとめて総務常任委員会及び各常任委員

会に報告することになっておりますので、平

成19年度の取り組み結果についてまとめたも

のを御報告をしておるところでございます。

報告書の方の１ページをお願いいたします。

１のこれまでの取り組みで(１)で経過と基

本方針の概要、(２)で取り組みの状況を紹介

しております。平成19年度は取り組みの３年

目となりますけれども、下の表に整理してお

りますが、実施計画に掲げました行政改革、

財政改革、意識改革、この３分野で195項目

の取り組みを進めたところでございます。

次の２ページからは19年度の主な取り組み
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を紹介しておりますが、概況に書いておりま

すとおり、実施計画の着実な推進を図るとと

もにさらなる見直しを行い、平成20年度の実

施計画を取りまとめたところでございます。

その結果といたしまして、平成20年度当初予

算の財政効果額として約116億円の財政効果

が出ておるところでございます。３ページ以

下に平成19年度の主な取り組みを実施計画の

項目ごとに整理をしております。これを読ん

でおりますと、非常に項目が多いため全体と

しての説明はいたしませんけれども、組織体

制の見直しを含めた行政改革の方で85項目で

ございます。

それから、ページをめくっていただきまし

て、次の６ページからが財政改革の方で81項

目の取り組みをしまして、いろいろな税収確

保等について努めました。それから、９ペー

ジからが意識改革ということでございまし

て、29項目にわたりまして経営改善の努力あ

るいは意識の啓発、こういった部分等に取り

組んだところでございます。この取り組み結

果については、平成19年度の取り組み結果と

いう形で詳細版という形で取りまとめまし

て、近日中に県のホームページにあわせて掲

載することとしております。なお、11ページ

から14ページまでは２月議会で説明、公表し

ました20年度の実施計画の概要版を参考のた

めに添付させていただいております。

続きまして、報告事項の③の平成20年度の

実施計画の改訂概要の方を御説明させていた

。 。だきます Ａ４の縦書きの一枚でございます

前の資料の11ページから14ページに出してお

りました２月県議会での実施計画の報告を申

し上げておりましたけれども、本年度は当初

予算が骨格予算でありましたので、６月の肉

付予算で改定された主な変更点について資料

でまとめたものでございます。これも主な点

だけ申し上げますと、行政改革の部分では産

業技術センターの整備・強化の取り組みとし

て、自動車メーカーから専門的な知見・経験

を持つ人材を県の産業技術顧問として登用す

ることにしたこと、あるいは財政改革の部分

では新たな使用料・手数料の設定として５項

目の手数料を新設したことなど、新たな補正

予算等に関連した部分の改訂を行ったところ

でございます。この改訂部分を含めて修正し

ました部分について、これも近日中に県庁の

ホームページで公表することにしたいと思っ

ております。

以上でございます。

○本田市町村総室長 市町村総室でございま

す。

市町村合併の推進についてでございます

が、先ほどの内容につきましては、主要事業

のところで説明をさせていただきましたとお

り、現在での合併新法下での取り組み、それ

から庁内検討会議の設置及び５ページでは、

現在、熊本市の近隣地域で取り組まれておら

れます合併に向けた動きと県の対応状況を示

しておるところでございます。そのほか荒

尾・玉名地域、人吉・球磨地域での取り組み

もここに記載をさせていただいているところ

でございます。その辺の詳細な経緯について

ここに記載をいたしておりますので、後ほど

お目を通していただければと存じます。よろ

しくお願いいたします。

○古里川辺川ダム総合対策課長 それではお

手元の資料をお願いしたいと思います。

川辺川ダム事業に関します有識者会議につ

いて御説明申し上げます。有識者会議につき

まして１番の会議の資料はここで既に申し上

げたところでございます。さまざまな専門の

分野の研究者に科学的かつ客観的な意見をも

求めるということでございます。

メンバーでございます。２に記載しており

ますとおり、８人の委員と外国人アトバイザ

ー１名、計９名により構成されているところ

でございます。
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３番でございますが、会議は既に３回、治

水等をテーマに開催し、第４回目を今週の27

日に環境をテーマにして開催する予定でござ

います。今後は第５回目において現地調査を

実施いたしまして、９月には知事が判断する

と申し上げているところから、９月までに地

域振興、財政等をテーマに会議を重ねまして

会議としての意見をお願いすることとしてお

ります。

２面をお願いしたいと思います。会議の概

要でございます。会議の目的、これについて

は、先ほど申し上げましたとおり、知事の判

断のために意見を整理するということで各委

員の意見も一致しているところでございま

す。当面、次回までの報告につきましては、

事務局からの説明を受けまして自由に議論を

いただくというふうに考えております。

(３)でございますが、現在までの主な意見

はここにまとめておるとおりでございます。

それから、きょうは委員長の御許可をいただ

きまして、第１回目と第２回目の議事録をお

手元に配付しております。大変分厚いもので

申しわけございません。第２回目につきまし

ては、本日ホームページに掲載するというこ

とで手続を進めております。第３回目につき

ましても、できるだけ早く速やかに公表すべ

きということで今努力を重ねているところで

ございます。今しばらく時間をいただきたい

と思います。

以上でございます。

○井手順雄委員長 以上で執行部の報告は終

了しましたので、報告事項について質疑を受

けたいと思います。質疑はありませんか。

○小杉直委員 行政経営課だろうと思うけれ

ども、これに平成19年度の実施計画の取り組

み結果について概要の報告がありました。こ

の中にずっと見てみるばってんが、あれ入っ

てませんな、各部局で計画書をつくりよるで

しょう、毎年、毎年ね、これは膨大な量と数

になってですね、我々議員のところにももう

各部局からたくさん送ってくるわけです。中

にはもう計画書を１年がかりでつくったころ

にはもう時代に合わないと、次にまた別の角

度からつくり直さなければいかんと、計画書

づくりの計画倒れというか、計画書づくりの

半年なり、１年間になってしまうという懸念

がありますが、その計画書等を含めたところ

の分析等についてはしておりませんか。

○高嶋行政経営課長 済みません。数字の方

はちょっと今探しておりますけれども、これ

についてはかなり膨大な量になっておるとい

うことでございますので、毎年度の見直しの

中で削減する方向で各年度しております。こ

の報告書の中には概要の部分のところで触れ

ておりませんでしたけれども、毎年度きちっ

とした形で見直しをしていきたいと考えてお

ります。

○小杉直委員 それで要望しておきますが、

もちろん大事なそして必要な計画書はつくら

んといかんわけですが、中には非合理的なむ

だ的な、あるいは見直しをせんといかんとい

、 、うとがあるだろうと思いますから 本年度は

それについては積極的に取り組んでいただい

て、よろしくお願いします。

以上です。

○馬場成志委員 今、計画倒れになっていか

んというような話ですけれども、速やかにや

れば時代の変化がない中でまた必要なもので

あればまた新しく始めることもできるという

ことですから、要は速やかにやっていくこと

だろうというふうに思います。そんな中で私

は財政厳しい中でありますので、いろんなこ

とを考えていかなければいかんというような

中で、実はここも教育委員会とはまた別だろ

うというふうに思いますが、学校の問題を以
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前から取り上げさせていただいておりまし

た。子供が減っていく中で公立高校がどれだ

げ必要なのかというようなことを言ってまい

ったところでありますけれども、それに加え

て最近ですね、状況が変化してきたのが私学

が経営が立たなくなってきたというようなこ

とがありますよね、郡部の方では逆に公立高

校が高校教育を支えておるというような部分

が強いわけでありますので、熊本市内につい

て私はこのように考えていくべきではないか

なあということをずっと申し上げております

が、このまま公私連携やりながら10クラスを

９クラス、８クラスというふうに減らしてい

っても片方は税金、公でやっておるんですか

ら、どれだけ少なくてもやっていけますけれ

ども、私学の方はある程度のところで経営が

成らなくなるというようなことがあるわけで

あります。そういうことも含めて今後しっか

りと考えていっていただきたいというふうに

思います。ただし、ここは教育でありません

けれども、教育の予算を削って財政再建に回

せというわけではないですよ。それは教育の

分野については、それはなかなか申し上げて

いくこともできないと思いますが、その分同

じ教育の場で活用するとか、あるいは本当に

疲弊しているような私学の状況であればその

辺のことに関して使っていくというようなこ

とも考えていっていいというふうに思いま

す。

それから、熊本の私学、公私との関係とい

うのはよその県とは若干違う部分があるとい

うふうに思います。先ほど熊本市以外と熊本

市のことを申し上げましたけれども、東京都

下に行ったらいい者は全部私学に行ってしま

うというような状況ですけれども、熊本の場

合はそうではないわけでありまして、そうい

うことから公立に合格しなかった人が私学に

行くというような状況でありますので、随分

違うと思うのです。全国一律に話をしてもそ

れは違うと思うのです。

実はこの報告事項で財政の問題が出ました

ので、そこでちょっとお話をするか、その他

のその他で話をするか、随分手を上げようか

と考えたんですけれども、長く話しましたけ

れども、済みません、その他のその他になる

、 、 、というふうに思いますが 私学文書課長 今

私学の状況ですが、その辺をお聞かせいただ

ければというふうに思います。

○広崎私学文書課長 私学文書課でございま

す。

先生、御指摘の私学の経営状況でございま

すけれども、御承知のように１校統合という

形で新聞等でも報道されている状況がござい

ます。ただ、ほかの私学についても個々に見

ますと大変格差がございまして、経営状態に

二極分化が進んでいるところかなあというふ

うには認識をしております。先生のお話しに

ございましたように、公立高校等の再編それ

から定員等の動き等を見合わせながら私ども

も私学の振興のために公私連絡協議会あるい

は私学の校長会、そういった機関との連携を

進めながらお話のありましたようなことをも

とにまた検討を進めてまいりたいと思ってお

ります。いずれにいたしましても熊本県にお

ける私学の現状というのは非常に重要な役割

を果たしておりますので、今後とも経営状況

が破綻に陥ることのないようにしっかりと目

配りをしていきたいと思っております。

以上でございます。

○馬場成志委員 実は今、手を上げて申し上

げたのは、先ほども何遍も言うように教育委

員会はまた別の組織ということになります

が、教育という部分では一緒なんです。です

から、同じ人数の子供さんたちを教育してい

くためにどっちがより有効なのかというよう

なことで考えればこの辺にもかかわってくる

というふうに思いましたので、あえてお話を

させていただきましたので、今後またよろし



- 38 -

くお願いしておきたいと思います。

○小杉直委員 その他のその他で１つ、口き

きについてお尋ねします。今回の６月議会で

口ききについて質問、答弁が本議会であって

おります。文書化するというふうな答弁を知

事がしたように思っておりますが、実際口き

きというのは広辞苑で見ても口ききの意味は

物を言う、話をする、中を取り持つ、ちょっ

と進んで口が達者である、幅をきかす、こう

いうことですね、それからインターネットで

調べてみますと、国語辞典は間に立って紹介

や世話をすること、また交渉や評判のうまい

人、類語辞典は世話すること、和英辞典は彼

の口ききのおかげで事が運んだという仲介と

世話と。だから、マスコミさんもきょうはお

られますけれども、口ききというのをいかに

も県民に不正なことだというイメージを口き

きという表現で与えがちなんです。我々の本

来の政治活動も県民の要望、意見を聞いて、

それを行政、政治に反映させると、そのため

には正しい口ききをせんといかぬということ

ですから、私は文書化することを頭から反対

する気はありません。しかし、今後、熊本県

政が口きき的なことを文書化方向に検討する

に当たっては、この口ききという表現を再考

してもらいたいと強く思うですね。

それともう１点ですね、心配しますのはこ

れだけ財政が厳しい行政改革を進めていかな

くてはならない熊本県政において、これを簡

単に文書化しますと、その文書の作成、内部

の上層部に対する報告、あるいは議員を含め

た外部からに対する報告文書の作成、作成す

ることによって言葉で話すことと、作成する

ことの事務量の量がまた違ってきます。かえ

って事務の合理化に足かせをかぶせるおそれ

もあります。ですから、何を言いたいかとい

うと、口ききということについて正しい口き

きもあるんだと。

それから質問ですが、今、熊本県政で議員

を含めて対外的な人たちからいろんな困った

口ききがあって何か問題点がございますか、

どなたか回答をお願いします。

○田崎人事課長 今、小杉先生の方から口き

きについての文書化の御質問、何点かいただ

きました。今議会でも知事の方が答弁した中

で口ききの定義ということで行政が行うさま

ざまな行為に対して一定の働きかけを行うこ

と全般を口ききという概念でとらえていると

いうふうにお答えをさせていただいておりま

す。言葉として小杉先生おっしゃいましたよ

うに、誤解を与える部分もあろうかと思って

おりますので、今後、我々として考えており

ますのは広くいろんな提言、要望等で県政に

役立つものがあろうかと思っておりますの

で、そういったものを文書化していくという

ことを考えておりますので、そういう要領と

要項等をつくる際には、そういう各種要望に

ついての文書化についての要領という形にな

ろうかというふうに思っているところでござ

います。

もう１点、非常に文書を作成すれば業務量

の問題の御指摘もございました。これは議会

の代表質問でも前川先生の方からもいただい

ておりまして、事務量の増加等含めましてい

ろいろな課題があると思っておりますので、

そういうところも含めましてしっかりと検討

を進めて今年度中に制度設計を終えて実施体

制を整えたいというふうに思っているところ

でございます。いろいろと御意見もいただき

ながら、これの文書化については進めてまい

りたいというふうに思っておりますので、よ

ろしくお願いをしたいと思います。

○小杉直委員 実はこのことは議会の審議事

項じゃないんですね、ですから、我々もやっ

ぱり早目、早目に積極的に検討、研究してお

きませんと要項ができ上がってから、あいた

しもうたじゃ間に合わぬもんですからね、そ
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れで今までマスコミの方々が出す口ききは、

例えば人事問題に不正介入するとか、あるい

は高圧的に横車的にいろいろ行政介入すると

か、そういうことが口ききとして取り上げら

れるケースがときどきあるわけですね。とこ

ろがああたたちが私たちに説明すっともこれ

、 。 、は口ききですよ 広く言えばですな だから

やっぱり口ききを一把からげて不正というよ

うなことの誤解を国民、県民に与えないため

にも、この表現については、今課長がおっし

ゃったような形でぜひお願いしたいと思いま

す。

それから、警察本部の批判ではございませ

んけれども、以前ストカー事案があってそれ

に対応が悪かったことが契機で第一線の警察

官が報告をずっとつくるわけです。それの事

務に追われて動いていかにゃいかん、パトロ

ールも非常に足かせになっておるという実態

があります。警察の組織と行政の組織は違い

ますから、それがそっくりそのままずぶがえ

ということではございませんけれども、やっ

ぱり私は言葉でお互いに意見交換したり、話

を聞いたり、説明したりするところなんか、

文書化すればかなり固苦しゅうなりますか

、 。 、ら そして残っていきますでしょう だから

事務量の繁雑さにもつながるおそれがござい

ますので、文書化そのものに頭から反対しま

せんけれども、どうぞひとつ柔軟なそして県

民の誤解がないように、熊本県政らしい表現

の文書化にしていただくように要望しておき

ます。

以上です。

○井手順雄委員長 ほかにございませんか。

なければ、以上で本日の議題は終了いたしま

した。

最後に、陳情書等が６件提出されておりま

すので、参考としてお手元に写しを配付して

おります。

それでは、これをもちまして、長時間では

ありましたけれども、本日の委員会を閉会い

たします。皆さん大変御苦労さんでございま

した。

午後０時50分閉会

熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する

総務常任委員会委員長
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